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主 文

１ １審原告らの控訴及び１審被告の控訴に基づき，原判決を次のとおり

変更する。

２ １審被告は，別紙損害賠償額一覧表掲記の１審原告らのうち同表中に

「期間Ｂ」欄のある１審原告らに対し，それぞれ，次の(1)ないし(3)の

各金員を支払え。

(1) 同表「賠償額」欄に「賠償額合計」として記載した額の金員

(2) (1)の金員のうち，同表「賠償額」欄に「Ａ期間総額」として記載

した額の金員に対する，第３次訴訟１審原告らについてはいずれも平

成８年１月１９日から，第４次訴訟１審原告らについてはいずれも平

成８年６月２５日から，各支払済みまで年５分の割合による金員

(3) (1)の金員のうち，同表「期間Ｂ」欄記載の期間に発生した「慰謝

料月額」欄記載の各金員に対する，各発生月の翌月１日から各支払済

みまで年５分の割合による金員

３ １審被告は，別紙損害賠償額一覧表掲記の１審原告らのうち同表中に

「期間Ｂ」欄のない１審原告らに対し，それぞれ，同表「賠償額」欄に

「Ａ期間総額」として記載した額の金員及びこれに対する第３次訴訟１

審原告らについてはいずれも平成８年１月１９日から，第４次訴訟１審

原告らについてはいずれも平成８年６月２５日から，各支払済みまで年

５分の割合による金員を支払え。

４ 別紙損害賠償額一覧表掲記の１審原告らの平成１８年１０月２日まで

に生じたとする損害の賠償請求中，その余の部分をいずれも棄却する。

５ 別紙請求棄却原告目録記載の１審原告らの平成１８年１０月２日まで

に生じたとする損害の賠償請求をいずれも棄却する。

６ 本件訴えのうち，平成１８年１０月３日以降に生じるとする将来の損

害の賠償請求に係る部分，並びに自衛隊の軍用機の離着陸・エンジン作
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動の差止め及びその発する騒音の音量規制の請求に係る部分をいずれも

却下する。

７ アメリカ合衆国軍隊の軍用機の離着陸・エンジン作動の差止め及びそ

の発する騒音の音量規制に係る１審原告らの請求をいずれも棄却する。

８ 訴訟費用は，第１，２審を通じて，次のとおりとする。

(1) 別紙損害賠償額一覧表掲記の１審原告らと１審被告間に生じた訴訟

費用は，その３分の１を同１審原告らの負担とし，その余を１審被告

の負担とする。

(2) 別紙請求棄却原告目録記載の１審原告らと１審被告間に生じた訴訟

費用は，同１審原告らの負担とする。

９ この判決は，第２項及び第３項に限り，本判決が１審被告に送達され

た日から１４日を経過したときは，仮に執行することができる。

事実及び理由

第１ 当事者の求めた裁判

１ １審原告ら

(1) 原判決を次のとおり変更する。

(2)（差止請求）

， ， ，ア １審被告は 自ら又はアメリカ合衆国軍隊をして 小松飛行場において

毎日午後零時から午後２時まで及び午後６時から翌日午前７時までの間，

一切の軍用機を離着陸させたり，そのエンジンを作動させたりしてはなら

ない。

イ １審被告は，自ら又はアメリカ合衆国軍隊をして，小松飛行場の使用に

， ，より 毎日午前７時から午後零時まで及び午後２時から午後６時までの間

１審原告らの各居住地に対し７０ホン（Ａ）を超える一切の軍用機の発す

る騒音を到達させてはならない。

(3)（慰謝料等請求）
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ア １審被告は，１審原告らに対し，それぞれ，１２０万円及びこれに対す

る第３次訴訟１審原告らについてはいずれも平成８年１月１９日から，第

４次訴訟１審原告らについてはいずれも平成８年６月２５日から，各支払

済みまで年５分の割合による金員を支払え。

イ １審被告は，１審原告らに対し，それぞれ，第３次訴訟１審原告らにつ

いてはいずれも平成８年１月１９日から，第４次訴訟１審原告らについて

はいずれも平成８年６月２５日から，１審被告が自ら又はアメリカ合衆国

軍隊をして前記(2)のア及びイの各措置をなし又はなさしめるまでの間，

毎月末日限り，５万円及びこれに対する各発生月の翌月１日から支払済み

まで年５分の割合による金員を支払え。

(4) 仮執行宣言

２ １審被告

(1) 原判決中，１審被告敗訴部分を取り消す。

(2) １審原告らの請求をいずれも棄却する。

（なお，１審被告は，後記のとおり，本件訴えのうち，自衛隊機の離着陸等の

差止めを求める部分につき，不適法であり却下されるべきである旨主張して

いる ）。

第２ 事案の概要

１ 請求の要旨等

本件は，石川県小松市所在の小松飛行場（以下「本件飛行場」という ）の。

周辺に居住し又は居住していた者ないしはその相続人である１審原告ら（提訴

時には１８０１名であったが，原審係属中に３５名が訴えを取り下げ，原判決

時には，原判決別紙当事者目録記載のとおり１７６６名となった ）が，本件。

飛行場を利用する自衛隊及びアメリカ合衆国軍隊（以下「米軍」という ）の。

航空機（以下，それぞれ「自衛隊機 「米軍機」という ）の発する騒音等に」， 。

より身体的・精神的被害等を被っているとして，１審被告に対し，前記第１の
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１(2)，(3)のとおり，夜間の航空機の飛行の差止め及び損害賠償等を求めた，

（ ）いわゆる小松基地訴訟の第３次訴訟 金沢地方裁判所平成７年(ワ)第６９８号

及び第４次訴訟（同裁判所平成８年(ワ)第３００号）を併合審理した事案の控

訴審である。

１審原告らは，１審被告に対し，① 差止請求として，平和的生存権，人格

権・環境権，昭和５０年１０月４日に防衛施設庁長官等と小松市長等との間で

（ 〔 〕， 。 「 」締結された協定 乙６ １１１ないし１１４頁 乙７ 以下 １０・４協定

という ）及び憲法９条違反に基づき，毎日午後零時から午後２時まで及び午。

後６時から翌日午前７時までの間における自衛隊機及び米軍機の離着陸等の差

止め，並びにその余の時間帯である毎日午前７時から午後零時まで及び午後２

時から午後６時までの間における７０ホン（Ａ）を超える自衛隊機及び米軍機

の騒音の差止めを求め，② 過去分（訴状送達日まで。すなわち第３次訴訟に

， ）ついては平成８年１月１８日 第４次訴訟については平成８年６月２４日まで

の慰謝料請求として，国家賠償法２条１項に基づき，それぞれ，慰謝料１００

万円及びこれに対する上記各訴状送達日の翌日から支払済みまで民法所定の年

５分の割合による遅延損害金の支払を求め，③ 将来分（訴状送達日の翌日以

降）の慰謝料請求として，国家賠償法２条１項に基づき，それぞれ，上記各訴

状送達日の翌日から上記①の差止請求に係る各措置がなされるまでの間，毎月

末日限り，慰謝料５万円及びこれに対する各発生月の翌月１日から支払済みま

で民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求め，④ 弁護士費用相

当額の損害金請求として，国家賠償法２条１項に基づき，それぞれ，損害金２

０万円及びこれに対する上記各訴状送達日の翌日から支払済みまで民法所定の

年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた。

２ 原判決の要旨

原審は，平成１３年６月２９日に終結した口頭弁論に基づき，次のとおり判

決した。
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(1) １審原告Ａ１の訴えについて

同１審原告を原告とする訴えは，提訴前に既に死亡していた者の名でなさ

れた不適法な訴えであるとして，これを却下した。なお，原判決中，同１審

原告に関する部分は既に確定している。

（ ， 「 」(2) １審原告Ａ１を除くその余の１審原告ら 以下 これを単に １審原告ら

という ）の訴えについて。

① １審原告らの自衛隊機及び米軍機に係る離発着等差止請求をいずれも棄

却した。

② １審原告らの損害賠償請求のうち，原審口頭弁論終結日（平成１３年６

月２９日）までに生じた損害の賠償及びこれに対する遅延損害金の支払を

求める部分については，これを一部認容し（７５コンター区域に居住する

者については月額３０００円，８０コンター区域に居住する者については

月額６０００円，８５コンター区域に居住する者については月額９０００

円，９０コンター区域に居住する者については月額１万２０００円を基準

額とし，危険への接近が認められる１審原告らについては２０パーセント

の減額をし，住宅防音工事を受けた者について，最初の１室につき１０パ

ーセント，２室目以降は１室増加するごとに５パーセントずつ減額し，算

出された額に１５パーセントの弁護士費用相当額を加算して，認容額を算

定した ，その余を棄却した。。）

③ １審原告らが原審口頭弁論終結日の翌日以降に生ずべき将来の損害の賠

償を請求した部分に係る訴えを，権利保護の要件を欠く不適法な訴えであ

るとして却下した。

３ 原判決に対する控訴等

１審原告らのうち１７４６名及び１審被告が，それぞれ敗訴部分を不服とし

て本件控訴を提起した。

当審において，１審原告らのうち１９０名（平成１９年２月２０日現在）が
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訴えを取り下げた。

４ なお，略語は，原判決に準ずるものとする。

また，当審口頭弁論終結の日（平成１８年１０月２日）の後の平成１９年１

月９日 「防衛庁」を「防衛省」と 「防衛庁長官」を「防衛大臣」とするこ， ，

と等を内容とする防衛庁設置法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第１

） ， 「 」１８号 が施行されたが 本判決及び本判決が引用する原判決中の 自衛隊法

の法条は，上記法律による改正前のそれである。

第３ 当事者の主張

当審における当事者の追加的主張を付加するほか，原判決の「事実」欄の第２

に記載のとおりであるから，これを引用する。

当審における当事者の追加的主張の要旨は，次のとおりであり，その詳細は，

別添「１審原告ら最終準備書面」及び別添「１審被告最終準備書面 （ただし，」

同準備書面の第２編個別原告論の４頁３行目の「甲」を「Ａ２」と改め，同１１

頁２１，２２行目及び１２頁１７行目の「乙」を「Ａ３」と改め，別冊Ⅰ第１表

の１３０頁中原告Ａ４の備考欄の「新姓：丙」を削除し，同頁中原告Ａ５の備考

欄に「新姓：丙」を加え，別冊Ⅱ別表Ⅱ―３(1)の原告「甲」を「Ａ２」と改め

る ）記載のとおりである。。

１ １審原告らの追加的主張の要旨

(1) 自衛隊及び在日米軍の違憲性について

， ，本件飛行場についての公共性の有無を検討するためには その前提として

自衛隊及び在日米軍についての憲法判断が不可避である。自衛隊及び在日米

軍が憲法９条に違反する存在である以上，自衛隊機及び米軍機が離着陸する

本件飛行場にも公共性はない。

(2) 侵害行為の継続について

， ，１審原告らが 平成１１年８月１８日から平成１５年１０月８日までの間

２８日にわたって行った騒音調査結果（甲Ｅ１０１）を１審原告らによる従



7

前の調査結果（甲Ｅ４４，４７，４９）と比較すると，丸の内定点での騒音

状況は，全体として，この１０数年間，質的にも量的にも変化なく，激しい

騒音状況のまま継続してきたといえる。また，上記調査における中島コース

． ， 。 ，の遵守率は２０ ５３パーセントであり 従前よりも悪化している さらに

小松市等が行っている平成７年度から１５年度までの騒音調査結果（甲Ｅ７

６ないし７８，１１６ないし１２０）によれば，騒音継続時間が平成７年度

以降は若干減少傾向を示しているものの，全体的には暴露状況に変化は見ら

れないことが分かる。このように騒音暴露の状況は，現在までほとんど変わ

っておらず，１審原告らは依然として激甚な騒音に暴露され続けている。

本件訴訟に先立つ第１次訴訟，第２次訴訟の判決において，自衛隊機及び

米軍機の飛行等が違法であることが明示されているにもかかわらず，１審被

告は，１０・４協定で定められた騒音防止義務を全く遵守せず，上記のよう

に違法行為を反復継続しており，１審被告の侵害行為の悪質性は明らかであ

る。

(3) 健康被害について

Ｂ医師は，航空機騒音により具体的にどのように睡眠が障害されているか

を明らかにする目的で，アクチグラフという睡眠と覚醒を客観的に判別でき

る機器を使って，Ｗ値８５の地域に居住し，航空機騒音の多い昼間に睡眠を

とらなければならない交代勤務者である５０代の男性２名を対象に調査を行

ったところ，航空機騒音の回数や秒数が寝る前に増加すると，それにより入

眠が障害され，また，睡眠中の騒音の秒数が増えると睡眠時間が短くなるこ

とが確認された（甲Ｅ１０５，当審でのＢ証言 。これは，Ｂ医師らによる）

平成１０年の調査（甲Ｅ５０ないし５３）により示された自覚症状を客観的

に証明したものである。これらの調査結果は，１審原告らの陳述書の内容と

も一致しており，航空機騒音による睡眠障害が住民の中でかなり起こってい

ることを示しているものである。
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(4) 差止請求について

吉村良一教授作成の「騒音公害の差止めについて」と題する論文（甲Ｅ１

１５）によれば，以下のとおり，公害訴訟における差止請求に関する学説，

判例の発展は顕著であり，このような発展を踏まえれば，本件における差止

請求は認容されるべきである。すなわち，① 最近の裁判例の流れを踏まえ

れば，民事訴訟によって１審被告に対して自衛隊機の飛行差止めを求め得る

というべきである。② 加害者の主観的態様等を考慮せずに差止めが肯定さ

れる人格権侵害について，学説の大勢は，それを狭い意味での疾病に限定し

ておらず，疾病に至らない潜在的な健康侵害（比較的軽度の不眠等）や侵襲

的苦痛も含まれるとしている。③ 裁判例上，平穏生活権に基づく差止法理

が，暴力団事務所撤去訴訟や廃棄物処理場差止訴訟等で採用され，現に人格

権に基づく差止めを認める多くの裁判例が現れている。④ 公害訴訟におい

ては，被害を訴える原告が加害行為と被害との因果関係を立証するには限界

， ，があることを正しく認識し 原告側の立証責任の軽減を考えなければならず

空港騒音訴訟においては，一定以上の騒音暴露があれば健康被害を推認すべ

きである。以上によれば，本件における差止請求は直ちに認容されるべきで

ある。

なお，本件飛行場の「公共性」を理由に差止請求を棄却することは許され

ない。すなわち，上記のような人格権侵害があれば，直ちに差止めが認めら

れるべきであり，公共性などの利益の考慮は許されない。また，前記のとお

り，自衛隊及び在日米軍が憲法９条に違反する存在である以上，自衛隊機及

び米軍機が離着陸する本件飛行場にも公共性はないし，具体的に見ても，自

， ，衛隊機や米軍機の存在は むしろ我が国の平和や国際平和を乱すものであり

１審原告らにとってはもとより，国民一般にとっても何ら利益がないから，

公共性はない。

(5) 危険への接近について
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近時の裁判例や学説には，危険への接近の法理の適用を制限，排除する傾

向が見られる。横田基地訴訟の東京高裁平成１７年１１月３０日判決におい

ても，厚木基地訴訟の東京高裁平成１８年７月１３日判決においても，危険

への接近の法理の適用が認められなかった。上記横田基地訴訟東京高裁判決

は，騒音被害に対する積極的な容認の有無，原告らの騒音被害の認識，原告

らの騒音被害からの回避可能性，被害の重大性，違法な騒音被害の継続，国

民の生活環境を保全すべき１審被告の責務，以上の点を検討すべき要素とし

てあげており，相当であるが，本件においても，上記諸点を検討すると，危

険への接近の法理は，減額要素としても考慮されるべきではない。

(6) 将来請求について

本件飛行場の代替施設の早急な確保は望み難く，ジェット戦闘機の飛行騒

音の大幅な低減も困難な状況において，騒音地域は２５年間以上も固定化し

ているところ，１審被告は，抜本的な改善策を採ることなく，騒音の発生を

放置してきた。なお，１審原告ら各人の居住状況は，本件飛行場周辺のよう

な地方都市では変動の余地は小さく，また，居住家屋に対する防音工事は，

単に賠償額の減額要素となるにすぎない。したがって，権利発生の基礎をな

す事実関係及び法律関係が継続する蓋然性は大きい。

また，１審原告らが損害賠償請求訴訟を繰り返し提起することは，消滅時

効期間が３年であることに照らしても，労力的，金銭的に極めて困難である

のに対し，１審被告が１審原告らの移転等が生じた場合に請求異議の訴えに

より事後的に争うことは容易であるし，１審被告が現に侵害行為を生じさせ

ている主体である以上，この程度の負担を課すことは不当ではない。

したがって，将来の損害分の請求も認められるべきである。上記横田基地

訴訟東京高裁判決も，判決言渡日までの将来請求を認めている。

２ １審被告の追加的主張の要旨

(1) 差止請求について
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自衛隊機についてその離着陸等の差止めを求めることが民事上の訴えと

しては不適法であることは，厚木基地訴訟の最高裁判所平成５年２月２５

日判決や福岡空港訴訟の最高裁判所平成６年１月２０日判決が判示してお

り，既に判例として確立している。したがって，上記差止請求に係る訴え

は不適法であり，却下されるべきである。

(2) 違法性（受忍限度）の基準について

１審被告が生活環境整備法に基づく区域指定の際に使用した騒音コンター

は，周辺対策をできるだけ手厚くする趣旨の下に，厳しい仮定の状況を想定

して作成されたものであるから，各指定区域内において，直ちにその指定に

対応するＷＥＣＰＮＬに応じた騒音に実際に暴露されていることを意味する

ものではない。告示コンターは，昭和５２年に実施された８日間のみの調

査を前提とするものであるのに対し，本件においては，比較的多数の測定

地点における，ほぼ最新の，しかも比較的長期間にわたり継続的に行われた

， ，信頼性の高い調査結果が証拠として提出されているから 侵害行為の程度は

告示コンターではなく，実勢騒音に基づいて判断されるべきである。したが

って，生活環境整備法により第１種区域に指定されているからといって，７

５コンター居住１審原告らについて騒音被害が著しいとすることはできな

い。

１０・４協定は，１審被告が基地周辺の航空機騒音防止対策に関する総合

的施策を有効適切に実施するに当たっての行政上の目的を示したものであっ

て，騒音等についての具体的な数値，基準を定めたものではないから，１審

被告の措置について具体的な数値等の違反は生じ得ず，１０・４協定に違反

するという事態もおよそ生じ得ない。

本件飛行場は，我が国の平和と安全を維持するために配置され，その公共

性は極めて高い上，大規模災害などに対応すること（乙８６ないし８８）に

より，地域社会に多大の貢献をしているのであって，本件飛行場の周辺住民
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は，本件飛行場によって被害ばかりでなく利益をも受けているから，受忍限

度の判断に当たっては，本件飛行場の公共的役割が重視されるべきである。

(3) 侵害行為の態様と程度について

本件飛行場における騒音の発生は，以下のとおり，全体的に減少傾向に

あり，告示コンターのＷ値を大きく下回っている。すなわち，小松基地騒

音防止対策協議会が実施している，いわゆる三者共同測定の昭和６０年度な

いし平成１３年度の各測定結果（乙８９の１７の表１４）によれば，小松市

下牧町（Ｗ値８５以上の区域）における測定結果のみが告示コンターに示さ

れたＷ値と一致するものの，他の測定地点におけるＷ値は，告示コンターの

Ｗ値より低いＷ値で推移しており，とりわけ，近年においては，いずれも告

示コンターのＷ値より５ないし１０も低い値となっている。１審被告の自動

騒音測定点における騒音測定記録（乙９１）や，１審被告が平成１５年７月

２４日から同月３０日まで本件飛行場周辺の１０箇所で騒音測定を実施した

結果（乙９４）からも，上記三者共同測定の結果と同様の傾向が分かる。

控訴審における検証の結果からも，少なくとも告示コンターＷ値９０未

満の地域における航空機騒音は，いずれの箇所においても全体として通常の

生活環境を破壊するほどの騒音ではないことが明らかである。

(4) 被害認定について

１審原告らは，本件訴訟において，共通損害のみを損害として主張してい

るから，各自が共通損害を被ったことを個別に立証する必要があり，その立

証方法として，容易に陳述書を作成・提出することができる。したがって，

１審原告らのうち被害の状況について陳述書すら提出しない者は，他に被害

の個別立証がない以上，結局，被害の立証を欠くというほかない。

(5) 周辺対策について

１審被告は，住宅防音工事の助成を原審の口頭弁論終結日後も引き続き

実施しており，平成１７年度までに，約１万７千世帯に対して防音工事の
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助成を行っており，それらに対する補助金総額も多額に上っている（乙１

６３の３ 。住宅防音工事が施工された住宅の防音効果は，屋内外音圧レ）

ベル差で２５ないし３０数ｄＢ（Ａ）程度の遮音効果があることが確認さ

れ，仕方書の計画防音量を上回っており（乙９５，９６ ，住宅防音工事）

が終了している住宅については，十分な被害の軽減が図られている。

さらに，１審被告は，平成１４年度から，Ｗ値８５以上の区域に所在す

る住宅について，新たに外郭防音工事（乙９９）の助成を行っている。外

郭防音工事は，防音工事実施済みの住宅であるか否かや世帯人員の数にか

かわらず，浴室，トイレ，廊下等も含めた家屋全体を一つの区画として防

音工事を実施するものであるから，同工事の助成を受けた１審原告らにつ

いては，これによって騒音被害が消失したというべきである。

， ， （ ）また １審被告は 住宅防音工事で設置した空気調和機器 冷暖房機等

の電気料金の負担を軽減するための新たな施策として，住宅防音工事の一

環として太陽光発電システムの設置助成を実施することについて検討を開

始し，平成１５年度からは，そのためのモニタリング事業（調査事業）を

実施している（乙１０２ないし１０４ 。）

上記の外郭防音工事や，太陽光発電システム設置助成に係るモニタリン

グ事業を踏まえれば，少なくともこれらの措置を受けた住宅に居住する１

審原告らについては，従来の住宅防音工事に伴う閉塞感等の心理的，物理

的マイナス面や，経済的負担の問題は解消されているというべきである。

以上の住宅防音工事のほかにも，１審被告は，各種周辺対策を実施し，

原審の口頭弁論終結日以降も施策の充実を図っており，住宅防音工事を始

めとするこれらの各種周辺対策は，周辺住民の生活の安定及び福祉の向上

を図るものであり，これにより，周辺住民の騒音源に対する好意的評価を

高め，騒音によって被る精神的不快感を解消又は軽減する効果がある。

(6) 昼間騒音の控除（個別Ｗ値論）について
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本件飛行場の周辺地域における騒音の主要部分は，平日の日中に集中し，

平日の夜間及び土曜日，休日には航空機騒音の発生が著しく少ない。平成１

２年度ないし平成１４年度の国の騒音測定データ（乙９１の３）に基づき分

析しても，騒音の主要部分は，平日の日中に集中しており，１９時以後のも

のは僅少である。平成１４年度のデータによれば，午前９時から午後５時

までの１日当たり騒音発生回数が１日当たりの平均騒音発生回数に占める割

合は６２ないし７２パーセントであり，その平均値は約６８パーセントに及

ぶ（平成１２年度及び同１３年度のデータによっても同様となる 。一方，。）

Ｗ値は１日２４時間を通して騒音にさらされていることを前提に算出された

値である。したがって，騒音コンター外通勤者等の騒音被害等を判断するに

当たってＷ値をそのまま用いることは妥当でない。

ところで，統計的にみると（乙９２，９３ ，１審原告らのうち騒音コン）

ター区域外の事業所で就労している有業者の多くは，少なくとも，平日の

午前９時から午後５時までの８時間は，騒音コンター区域外に所在してい

るものと推定されるので，このような生活実態に即して平日の昼間時間帯

（午前９時から午後５時まで）の騒音を控除したＷ値を算出したところ，

騒音コンター７５Ｗ区域におけるいずれの測定点においても，昼間騒音を控

除した後のＷ値はコンター外と同程度の６０台のＷ値にとどまっており，騒

音コンターの基準値よりもはるかに低い数値を示しているから，騒音コンタ

ー外に通勤する者等については，少なくとも，当該居住地のコンター区分

より１段階低いコンター区分をもって論ずるべきである。

(7) 危険への接近について

危険への接近の法理の適用については，各１審原告の転居の具体的事情

の検討が必要であるから，陳述書を提出しなかったり，提出した陳述書に

転居に至る具体的事情が記載されていない１審原告には，原則として危険

への接近の法理を適用すべきである。
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一度でも騒音コンター内に居住した者は，そのコンター内の騒音の存在

を当然に認識しているから，コンター内における転居は，騒音による被害

を受けることの容認といえる。したがって，コンター内における転居者に

は，原則として危険への接近の法理の適用があるというべきである。

個別の１審原告が以前に居住していたものと同レベルかそれ以下のコン

ター内に転居した場合について，そのことから直ちに，個別の１審原告ご

との具体的な転居の事情を検討しないまま，親元や郷里に戻ったという復

帰型の転居であるとして，危険への接近の法理の適用がないということは

できない。

第４ 当裁判所の判断

１ 本件飛行場の概況等（本件飛行場の現況，沿革等，コンター区分）

本件飛行場の概況等（本件飛行場の現況，沿革等，コンター区分）について

の当裁判所の認定は，次のとおり補正するほか，原判決の「理由」欄の第１の

１に記載のとおり（ただし 「当庁」とあるのは，いずれも 「金沢地方裁判， ，

所」のことである ）であるから，これを引用する。。

（原判決の補正）

原判決３３頁８，９行目の「ＷＥＣＰＮＬと同様の値（Ｗ値 」を「ＷＥＣ）

ＰＮＬと同様の値（Ｗ値。もっとも，細部では異なることにつき後記参照 」。）

と改め，同頁１４行目の次に，次のとおり加える。

「 なお，前記「航空機騒音に係る環境基準」の定める基準（以下「環境基準

方式」という ）によるＷＥＣＰＮＬは 〔ｄＢ(A)＋１０log Ｎ－２７〕。 ， １０

という算式によって求められるのに対し，自衛隊機の騒音の評価に当たって

は 自衛隊機の特性を踏まえた各種の補正を加えたＷ値の算出方法 以下 防， （ 「

衛施設庁方式」という ）が用いられている（防衛施設周辺の生活環境の整。

備等に関する法律施行規則，防衛施設周辺における航空機騒音コンターに関

する基準について（通達 （乙５６）参照 。その特徴の一つとして，防衛） ）
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施設庁方式においては，Ｗ値の算定の基礎となる飛行回数として，単純に年

間総飛行回数を３６５日で除した値ではなく，飛行しない日も含め，１日の

総飛行回数の少ない方からの累積度数曲線を求め，累積度数９０パーセント

に相当する飛行回数を，その防衛施設における１日の標準総飛行回数として

計算している。その結果，防衛施設庁方式により算出したＷ値は，環境基準

方式によるものに比べ，高くなる傾向があり，本件飛行場について計算して

も，２ないし５程度高い値となっている（弁論の全趣旨 。自衛隊機の騒音）

の評価に当たって，このような防衛施設庁方式が採用された理由は，１審被

告自身が自認するとおり（１審被告原審最終準備書面５２頁等 ，本来，環）

境基準方式によるＷＥＣＰＮＬが年間を通して定常的な騒音量が存在する公

共用飛行場（民間飛行場）を対象として考案された手法であるところ，自衛

隊機については，比較的多く飛行する日がある反面，ほとんど飛行しない日

もあるなど不定期的飛行を常態とすることから，周辺住民にとっては，静か

な日はさほど強い印象が残らず 多数の飛行があった一部の日をとらえて う， 「

るさい」という不快感を抱きかねないため，自衛隊機の飛行場に環境基準方

式をそのまま適用するのは適切ではないからであると認められる 」。

２ １審原告らの居住地及び居住期間，死亡１審原告の承継

(1) 争いのない事実及び弁論の全趣旨（当審第７回口頭弁論期日で陳述された

訴訟手続受継申立書の内容）によれば，別紙「死亡第１審原告に係る承継人

等一覧表」記載の１審原告らが同表記載の死亡年月日に死亡し，同表記載の

承継人らがそれぞれ訴訟を承継したことが認められる。

なお，上記承継人らは，いずれも被承継人の損害賠償請求権を相続した旨

主張するものであり，訴訟承継を契機として承継人独自の損害についての賠

償請求をするものではない旨明らかにしている（上記期日調書 。）

(2) 争いのない事実，証拠（甲Ｅ７１，７５，乙Ｌ１，２及び後記(3)記載の

証拠）及び弁論の全趣旨（１審被告最終準備書面別冊Ⅱ添付別表Ⅱ―１）を
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総合すると，１審原告らの居住地及びそのコンター区分は，それぞれ，原判

決別表１「居住状況一覧 （ただし，別紙「居住状況一覧修正表」により補」

。 ， 「 」正した後のもの 以下において この補正後のものを 修正後居住状況一覧

という ）中の「居住地」欄及び「Ｗ値」欄各記載のとおりであり（ Ｗ値」。 「

欄が空欄の者はコンター外居住者である ，上記各居住地における居住期。）

間はそれぞれ同別表「居住期間」欄中の「裁判所の認定」欄記載のとおりで

あると認められる。

したがって，原判決により過去の損害賠償請求の全部が棄却されて，控訴

している別紙請求棄却原告目録記載の１審原告らのうち，第３次訴訟１審原

告らについては平成５年１月以降における，第４次訴訟１審原告らについて

は同年６月以降におけるコンター内居住の事実が認められないものである。

(3) なお，居住地ないし居住期間に関する住民票等の公的資料上の記載と本人

の申告内容との間にそごがあるなどの事情で 「修正後居住状況一覧」中に，

示した事実認定につき若干の補足説明を要する１審原告らは以下のとおりで

ある（なお，以下の１審原告らは，１審被告から１審原告らの申告内容と公

的資料上の記載との不一致等を指摘され，居住事実に疑義があるとされてい

たか，原判決で居住事実を認定されなかったにもかかわらず，これまで何ら

の釈明等もなされてこなかった者らである 。。）

ア ３次亡Ａ６承継人Ａ７及び同Ａ７

（ ） ，被承継人Ａ６ 平成８年９月１５日死亡 及び３次Ａ７の申告居住地は

小松市Ｃ町「ａ番地」とされており，当審において提出された３次Ａ８作

成の陳述書（甲Ａ１６６２）でも，Ａ６及び３次Ａ７が小松市Ｃ町「ａ番

地」に居住している（Ａ６については死亡まで）とされているが，一方，

公的資料上は，各居住開始時期として主張された平成元年４月（Ａ６ ，）

昭和６３年３月（３次Ａ７）以降，いずれも小松市Ｃ町「ｂ番地」に居住

， （ ）しているものとされ 原審で提出された３次Ａ８作成の陳述書 甲Ａ３０
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でも，３次Ａ７が小松市Ｃ町「ｂ番地」居住のＡ８らと同居しているもの

とされており（Ａ６は，上記陳述書作成当時既に死亡していた ，かか。）

るそごが生じたことについて合理的な説明もないことから，申告居住地に

おける居住期間は証拠上不明と判断せざるを得ない。

イ ３次Ａ９，同Ａ１０及び同Ａ１１

同１審原告らにあっては，公的資料上，平成１３年１１月２日から，共

通の申告居住地である小松市Ｄ町ｃ番地において居住しているものとされ

ているから，上記居住の事実が認められるが，その余の期間について上記

申告居住地での居住の事実を認めるに足りる証拠はない。なお，原審及び

（ ， ）当審において提出された３次Ａ１２作成の陳述書 甲Ａ１０５ １９８２

では，同１審原告らが平成３年から上記申告居住地にＡ１２と同居してい

る旨の記載があるが，これを裏付ける客観的証拠はない上，公的資料とも

そごするから，上記陳述記載は採用できない。

ウ ３次Ａ１３

同１審原告の申告居住地は小松市Ｅ町「ｄ番地」とされ，３次Ａ１４作

成の陳述書（甲Ａ１７１）上も同所でＡ１４らと同居しているものとして

記載されているが，一方，その居住開始時期として主張された昭和６３年

７月以降の居住地が公的資料上は小松市Ｅ町「ｅ番地」とされており，当

審において提出された３次Ａ１４作成の陳述書（甲Ａ１６８３）でも，昭

和６３年以降小松市Ｅ町「ｅ番地」に居住しているとされており，かかる

そごが生じたことについて合理的な説明もないことから，上記申告居住地

における居住期間は証拠上不明と判断せざるを得ない。

エ ３次Ａ１５

同１審原告にあっては，申告居住地が小松市Ｆ町ｆ番地とされ，公的資

料上も，昭和５２年５月以降同所に居住しているものとされているが，原

審で提出された３次Ａ１６作成の陳述書（甲Ａ２６８，平成１０年２月作
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） ， ， ，成 には 同所での同居者として ３次Ａ１５の名が挙げられていない上

当審で提出された３次Ａ１６作成の陳述書（甲Ａ１７０２，平成１５年１

２月作成）には，３次Ａ１５が，平成８年に大学入学のため愛知県豊橋市

に転居し，平成１０年に就職のため上記申告居住地に転居した旨の記載が

あること，及び１審被告側調査員が平成１５年１月２８日に上記申告居住

地において３次Ａ１７に対して質問をした際，同人が上記陳述書（甲Ａ１

７０２）の陳述記載と同旨を述べたと認められること（乙９０の２）に照

らせば，３次Ａ１５について，平成８年４月１日から平成１０年３月末日

までの間における上記申告居住地での居住の事実を認めることはできな

い。

オ ３次Ａ１８及び同Ａ３（旧姓・丁）

同１審原告らにあっては，申告居住地が小松市Ｇ町ｇ番地とされ，公的

資料上も 昭和５３年１０月以降同所に居住しているものとされており ３， （

次Ａ３については，平成１８年１月１０日まで ，当審で提出された３次）

Ａ１９作成の陳述書（甲Ａ１７０４）にも同旨の記載があるが，原審で提

出された３次Ａ１９作成の陳述書（甲Ａ２８７，平成１１年２月作成）に

は，上記申告居住地での同居者として，３次Ａ１８及び同Ａ３の名が挙げ

られていないことに加え，１審被告側調査員が平成１５年１月２８日に上

記申告居住地において３次Ａ１９，同Ａ２０に対して質問をした際，同人

らが，３次Ａ１８及び同Ａ３について，平成９年４月から平成１３年３月

まで，それぞれ金沢市と長野県松本市の大学に行っていたので上記申告居

（ ） ，住地に居住していなかった旨述べたことが認められる 乙９０の３ から

３次Ａ１８及び同Ａ３について，平成９年４月１日から平成１３年３月末

日までの間における上記申告居住地での居住の事実を認めることはできな

い。

カ ３次Ａ２１及び同Ａ２２
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同１審原告らにあっては，公的資料上，昭和６０年１２月まで，平成元

年４月中の数日間，及び平成１３年９月３日から平成１７年３月１４日ま

での期間，共通の申告居住地である小松市Ｈ町ｈ番地において居住してい

るものとされているから，上記居住の事実が認められる。そして，原審で

提出された上記Ａ２１作成の陳述書（甲Ａ３８１，平成１１年２月１日作

成）には，上記申告居住地に居住を開始した時期に関する記載がなく，ま

た，当審で提出された上記Ａ２１作成の陳述書（甲Ａ１７２７）には，平

成２年４月から上記申告居住地に居住を開始した旨の記載があるが，上記

の公的資料による住所とは異なり，かかるそごが生じたことについての合

理的な説明もないから，上記陳述記載は採用できない。したがって，３次

Ａ２１及び同Ａ２２に関して，公的資料による上記期間以外の期間につい

て上記申告居住地における居住の事実を認めることはできない。

キ ３次Ａ２３，同Ａ２４及び同亡Ａ２５承継人Ａ２３

， （ ）３次Ａ２３ 同Ａ２４及び被承継人Ａ２５ 平成１４年５月２５日死亡

にあっては，公的資料上，平成９年７月３０日以降，共通の申告居住地で

（ ）ある小松市Ｉ町ｉ丁目ｊ番地に居住している Ａ２５については死亡まで

とされているから，上記居住の事実が認められる。

しかし，これらの者について，同日前の期間における上記申告居住地で

の居住の事実を認めるに足りる証拠はない。すなわち，原審及び当審にお

いて提出された３次Ａ２３作成の陳述書（甲Ａ７９７，１８１１）では，

それ以前の期間も同人らが上記申告居住地に居住していた旨の簡単な記載

があるが，これを裏付ける客観的証拠はない上，公的資料ともそごするか

ら，上記陳述記載は採用できない。なお，上記申告居住地が住所として記

載された同人らの住民票（甲Ｅ７１）には 「住民となった年月日」とし，

て平成９年７月３０日より前の日付が記載されているが，これは，同人ら

が小松市民となった日を示すものであり，必ずしも上記申告居住地での居



20

（ ，住開始時期を示すものではないと解されるところ 住民基本台帳法７条６

７号参照 ，公的資料上，同人らが平成９年７月３０日以前から小松市内）

に居住しているものとされていることも考慮すると，上記住民票の記載は

上記判断を左右しない。

ク ３次Ａ２６，同Ａ２７，同Ａ２８及び同Ａ２９

同１審原告らにあっては，申告居住地は小松市「Ｊ町ｋ番地」とされ，

３次Ａ２６作成の陳述書（甲Ａ９４４，１８３６）上も，同所で同居して

いるものとして記載されているところ，公的資料上も，３次Ａ２６及び同

Ａ２７については，昭和６２年４月１日から，同Ａ２８及び同Ａ２９につ

， ， 「 （ ）」いては 昭和６１年４月２９日から 小松市 Ｊ町ｌ番地 現：ｋ番地

に居住しているとされているから，同１審原告らはそれぞれ同日から申告

。 ， ，居住地で居住しているものと認めることができる もっとも 公的資料上

同１審原告らのうちＡ２９は，平成１５年９月５日に小松市Ｋ町ｍ丁目ｎ

番地に転居したものとされているから，上記陳述書の記載はこれに反する

限度では採用できず，同日以降の上記Ａ２９の申告居住地での居住は認め

られない。

ケ ３次Ａ３０

同１審原告にあっては，申告居住地が加賀市Ｌ町Ｍ「ｏ番地のｐ」とさ

れ，原審で提出された３次Ａ３１作成の陳述書（甲Ａ１４７７）上も，Ａ

， ，３１らと同所で同居しているものとして記載されているが 公的資料上は

昭和４６年８月以降，加賀市Ｌ町Ｍ「ｏ番地のｑ」に居住しているものと

され，当審で提出された３次Ａ３１作成の陳述書（甲Ａ１９４１）でも，

加賀市Ｌ町Ｍ「ｏ番地のｑ」に居住しているものとされているから，同１

審原告について，上記申告居住地での居住の事実は認められないというべ

きである。

３ 侵害行為（本件飛行場の使用状況等）
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侵害行為（本件飛行場の使用状況等）についての当裁判所の認定は，次のと

おり補正するほか，原判決の「理由」欄の第２に記載のとおりであるから，こ

れを引用する。

すなわち，当審において提出された新たな証拠（騒音の測定結果に関する書

証，１審原告らの陳述書，当審における検証の結果等）を踏まえても，自衛隊

機の離着陸等及び騒音発生の回数ないし頻度，飛行騒音の程度には，従前と比

べて，受忍限度の判断に影響を与えるほどの大きな変化はないというべきであ

る。

（原判決の補正）

(1) 原判決４４頁３行目末尾に次のとおり加える。

「具体的には，平成９年１月２日，ロシア船籍のナホトカ号が島根県隠岐島沖

で海難事故を起こし，大量のＣ重油が流出した際，本件飛行場から発進した

自衛隊機（ヘリコプターを含む ）が乗員を救出するとともに，回収した油。

が詰まっている土嚢を輸送するなどしたことが認められる（乙８６ないし８

８ 」）。

(2) 原判決５０頁１４行目の次に，次のとおり加える。

「 そして，平成１１年度から平成１５年度まで５年間の集計結果は，概ね次

のとおりである（甲Ｅ１１６ないし１２０，乙８９の１５ないし１７ 。）

まず，年間を通じた１日平均騒音発生回数についてみると，小松市小島町

は平成１１年度が約５４回，平成１２年度が約３８回，平成１３年度が約３

９回，平成１４年度が約４１回，平成１５年度が約３９回，加賀市伊切町は

平成１１年度が約４１回，平成１２年度が約３６回，平成１３年度が約３８

回，平成１４年度が約４４回，平成１５年度が約４２回であり，平成９年度

及び１０年度の傾向と概ね同様であるといえる。

次に 曜日別の１日平均騒音発生回数をみると 小松市小島町では平日 月， ， （

曜日から金曜日まで）の平均は平成１１年度が約６９回，平成１２年度が約
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５０回，平成１３年度が約５１回，平成１４年度が約５３回，平成１５年度

が約４９回であるのに対し，土曜日，日曜日は平成１１年度が約１７回，平

成１２年度が９回，平成１３年度が約９回，平成１４年度が１１回，平成１

５年度が約１４回で，加賀市伊切町でも同じく平日の平均は平成１１年度が

約４９回，平成１２年度が約４３回，平成１３年度が約４６回，平成１４年

度が約５３回，平成１５年度が約５０回であるのに対し，土曜日，日曜日は

平成１１年度が２０回，平成１２年度が１９回，平成１３年度が１９回，平

成１４年度が約２１回，平成１５年度が２３回となっており，これも，平成

９年度及び１０年度の傾向と概ね同様であるといえる。

さらに，両測定点の時間帯別の１日平均騒音発生回数についても，午前８

時台から午後４時台の回数がやや低下し，平成１２年度以降は概ね平均約２

回ないし約５．５回程度であり，平成１５年度には５回以上の時間帯がなく

なったほかは，基本的には従前と同様の傾向である。

このように，平成１１年度から平成１５年度まで５年間の集計結果を見て

も，従来と大きな変化はないということができる 」。

(3) 原判決５３頁１６行目の次に，次のとおり加える。

「 そして，１審原告団及び１審原告弁護団は，平成１１年８月から平成１５

年１０月まで調査を行い（以下「新調査」という ，その結果も奥村弁護。）

士により報告書にまとめられている（甲Ｅ１０１ないし１０３ 。なお，１）

審被告は，同報告書の信用性を否定する主張をするが，従前の報告書と同様

に，大筋では信頼に値するデータが得られているものと評価すべきである。

， （ ， ， ， ，新調査は 平成１１年に７日間 ８月２３日 ２６日 ３１日 ９月７日

８日，１４日，２２日 ，平成１２年に５日間（４月２４日，２５日，８月）

２３日，２４日，２５日 ，平成１３年に５日間（４月１７日，１８日，１）

９日，９月１２日，１３日 ，平成１４年に５日間（６月２４日，２５日，）

， ， ）， （ ， ，２６日 ９月１９日 ２０日 平成１５年に６日間 ６月１６日 １７日
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１８日，１０月６日，７日，８日）の合計２８日間行われた。

従前と比較するため，丸の内定点における調査日ごとの航空機騒音の発生

回数についてみると，ピーク騒音レベルdB(Ａ)値７０以上の騒音発生回数が

５０回を超えたのは，平成１１年が７日中６日，平成１２年が５日中５日，

平成１３年が５日中４日，平成１４年が５日中４日，平成１５年が６日中６

， （ ， ， ），日とかなり多く そのうち平成１１年の３日 ８月２３日 ２６日 ３１日

平成１２年の２日（４月２５日，８月２４日 ，平成１３年の１日（４月１）

７日 ，平成１４年の１日（９月１９日 ，平成１５年の４日（６月１８日，） ）

１０月６日，７日，８日）は１００回を超えた一方，３０回を下回る日は，

平成１１年に１日だけあった。上記数値を従前のものと比較すると，数値上

は騒音の発生回数が増加しているように見える。

もっとも，本件飛行場では，例年航空祭が行われ，その際に展示飛行が実

施されるため，航空祭の直前の時期は展示飛行のための事前訓練が多く行わ

れ，騒音状況も通常の時期よりうるさくなるところ，新調査の調査日２８日

のうち９日が航空祭の１週間前に当たり，これは従前の調査に比して多い日

数であることが認められる（１審原告本人Ａ３２，弁論の全趣旨〔１審被告

準備書面６ 。このことを考慮すると，上記の数値の比較から，直ちに，〕）

航空機騒音の発生回数が従前よりも増加したということはできない 」。

(4) 原判決５６頁７行目の次に，次のとおり加える。

「 そして，当審でも，平成１７年１０月１３日，本件飛行場周辺地域６箇所

において検証を実施したが，その際の自衛隊機の飛来状況は，以下のとおり

である。① 安宅海浜公園（小松市安宅町第４区）では，午前８時４９分か

， ， 。ら９時５９分まで騒音測定が実施され その間 自衛隊機１３機が飛来した

② １審原告Ａ３３宅（小松市城北町ｒ番地）では，午前１０時１６分から

１０時３５分まで騒音測定が実施されたが，１０時２５分から１０時３５分

までの間は，居室内において当事者の指示説明が行われたため，航空機の飛
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来状況は確認できず，その余の時間において，自衛隊機３機が飛来した。③

丸の内定点（小松市丸の内町ｓ丁目ｔ番地先路上）では，午前１０時５１

分から１１時５８分まで騒音測定が実施され，その間，自衛隊機１２機（そ

の他，自衛隊機か民間機か不明な航空機１機）が飛来した。④ 小松市浜佐

美町内集団移転跡地では，午後１時３０分から１時３７分まで騒音測定が実

， ， 。 ，施され その間 自衛隊機１機が飛来した ⑤ 本件飛行場滑走路南端では

午後１時４３分から１時５９分まで騒音測定が実施され，その間，自衛隊機

１６機が飛来した。⑥ 片野町公民館（加賀市片野町ｕ－ｖ－ｗ）では，午

後２時２８分から２時４６分まで騒音測定が実施されたが，飛来した航空機

はなかった 」。

(5) 原判決５７頁５行目の次に，次のとおり加える。

「 そして，当審において提出された平成１１年度から平成１５年度までの測

定結果や，当審における検証の結果等を踏まえても，上記の自衛隊機の離着

陸等及び騒音発生の回数ないし頻度に，従前と大きな変化はないということ

ができる 」。

， 「 （ ）」(6) 原判決５７頁１０ １１行目の 日ＷＥＣＰＮＬの年平均値 パワー平均

を「日ＷＥＣＰＮＬの年平均値（パワー平均，環境基準方式により測定 」）

と改める。

(7) 原判決５８頁１５行目の次に，次のとおり加える。

「 そして，その後の平成１１年度から平成１３年度までの測定地点ごとの日

ＷＥＣＰＮＬの年平均値（パワー平均，環境基準方式により測定）の推移に

ついてみると，概ね次のとおりである（乙８９の１７〔表―１４ 。〕）

まず，常時測定点のうち小松市小島町（８５コンター）では，一貫して８

， ， ，０前後の数値で推移してきたが 平成１１年度が８０ 平成１２年度が８１

平成１３年度が７８と同様の傾向が続いている。一方，加賀市伊切町（８５

コンター）では，平成１１，１２年度が７６，平成１３年度が７７と，平成
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３年度以降８０前後で推移してきたのに比べ，やや低くなっている。

次に，他の測定地点の主なデータをみると，小松市下牧町（牧農協，８５

コンター）では，平成１２年度には８８と，平成６年度と並ぶ最高値を記録

したほか，平成１１，１３年度が８７と，従前に比しても高い水準で推移し

ている。小松市日末町（日末地区学習等供用施設，８０コンター）では，平

成元年度以降は７６以上７９以下の範囲内の数値で推移してきたところ，平

成１１，１２年度は７６であったが，平成１３年度は７５となり，昭和６０

年度以降の最低値を示した。また，小松市高堂町（７５コンター）では，平

， ，成３年度以降は７１ないし７４で推移してきたところ 平成１１年度が７１

平成１２年度が７３であったが，平成１３年度は７０となり，昭和６０年度

。 （ ， ） ，以降の最低値を示した 加賀市片野町 片野町公民館 ７５コンター では

平成１１年度が６５，平成１２，１３年度が６７と，平成９，１０年度と同

。 （ ， ） ，様の水準で推移している 川北町壱ツ屋 川北小学校 ７５コンター では

平成１１年度が６７，平成１２年度が６５，平成１３年度が６６と，平成８

ないし１０年度と同様の水準で推移している。

このように，平成１１年ころ以降，日ＷＥＣＰＮＬの年平均値（パワー平

均，環境基準方式）の数値がやや低くなった測定地点もある反面，従前と同

様かむしろ高い水準となった測定地点もある。したがって，上記測定結果か

ら直ちに，１審被告の主張するように，従前に比べ本件飛行場周辺の騒音の

発生が減少したと断定することはできない 」。

(8) 原判決５９頁１８行目の次に，次のとおり加える。

「 そして，奥村弁護士作成の新調査に係る前出報告書（甲Ｅ１０１ないし１

０３）に現れた１審原告らの新調査結果を，調査日ごとの騒音測定時の状況

についてみても，概ね従前の状況と同様である 」。

(9) 原判決６０頁２１行目の次に，次のとおり加え，同頁２２行目の「エ」を

「オ」と改める。
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「 そして，前記のとおり，当審でも平成１７年１０月１３日に検証を実

施し，その際，１審原告，１審被告双方が騒音測定を行ったが，検証時

の自衛隊機の離着陸等に伴う騒音の大きさは，概ね以下のとおりである

（なお，原審における検証結果の検討と同様の理由により，１審被告の

測定結果を基にみていくこととする 。① 安宅海浜公園（小松市安。）

） ， （ ） ， ，宅町第４区 では ピーク騒音ｄＢ Ａ 値で６２が１回 ６５が１回

７１が２回，７５が１回，７６が１回計測された。ちなみに，民間機の

離着陸時には，５４，５５，５７が各１回ずつ計測された。② １審原

告Ａ３３宅（小松市城北町ｒ番地）では，６１が２回計測された。③

丸の内定点（小松市丸の内町ｓ丁目ｔ番地先路上）では，６９が１回，

７０が１回，７３が２回，７５が１回，８２が２回，８４が１回，８７

， （ ， ， ）が２回 ９１が１回 その他 海上自衛隊機の着陸に伴い ６２が１回

計測された。ちなみに，民間機の着陸時に８０が１回計測された。④

小松市浜佐美町内集団移転跡地では，７４が１回計測された。⑤ 本件

飛行場滑走路南端では，８８が１回，８９が１回，９０が２回，９１が

３回，９３が１回（その他，測定不能が２回）計測された。⑥ 片野町

公民館（加賀市片野町ｕ－ｖ－ｗ）では，飛来した航空機がなかったた

め，測定結果はない。

エ １審被告の騒音測定結果

(ｱ) １審被告は，関係地方公共団体との共同調査のほかに，防衛施設庁

， （ 。） ，が独自に 本件飛行場周辺６箇所 本件飛行場内を除く において

２４時間常時測定を行っており，その昭和６０年度から平成１４年度

までの測定結果に基づき環境基準方式及び防衛施設庁方式により算定

したＷ値は，概ね以下のとおりである（乙９１の１ないし３。防衛施

設庁方式による数値を括弧内に併記した 。① 片野公民館（加賀。）

市片野町ｕ－ｖ－ｗ ７５コンター においては ６６ないし７６ ６， ） ， （
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８ないし７８）の間で推移し，平成６ないし１０年度は７０ないし７

４（７１ないし７６）であるのに対し，平成１１年度以降は６６ない

（ ） 。 （ ，し６８ ６８ないし７１ である ② 潮津保育園 加賀市潮津町ｘ

コンター区域外）においては，６５ないし７０（６９ないし７４）の

間で推移し，平成６ないし１０年度は６６ないし６８（７０ないし７

３）であるのに対し，平成１１年度以降は６５ないし６７（６９ない

し７０）である。③ 御幸中学校（小松市村松町ｙ，７５コンター）

においては，６５ないし７３（６９ないし７５）の間で推移し，平成

６ないし１０年度は６５ないし６６（６９ないし７０）であるのに対

し，平成１１年度以降は６６ないし７０（７０ないし７３）である。

④ こばと保育園（小松市上小松町ｚ，７５コンター）においては，

６６ないし７０（７０ないし７６）の間で推移し，平成６ないし１０

年度は６８ないし７０（７２ないし７５）であるのに対し，平成１１

年度以降は６６ないし６９（７０ないし７４）である。⑤ 根上子供

の家（能美市福岡町α，コンター区域外）においては，６５ないし７

１（７０ないし７４）の間で推移し，平成６ないし１０年度は６７な

いし７１（７１ないし７４）であるのに対し，平成１１年度以降は６

５ないし６６（７０）である。⑥ 粟生小学校（能美市粟生町β，７

５コンター）においては，６６ないし７２（６９ないし７５）の間で

推移し，平成６ないし１０年度は６６ないし７１（７０ないし７４）

， （ ） 。であるのに対し 平成１１年度以降は６６ ６９ないし７０ である

上記結果によれば，平成１１年ころ以降Ｗ値が従前に比べてやや低

い値を示す測定箇所が見受けられるものの，逆にそのころ以降Ｗ値が

増加したり（上記� ，あるいはほぼ横ばい傾向が続いている（上記）

�等）測定箇所もあるのであるから，上記結果から直ちに，１審被告

が主張するように，本件飛行場周辺の騒音が減少傾向にあると断定す
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ることはできない。

(ｲ) また，１審被告は，平成１５年７月２４日から３０日までの連続し

た７日間，本件飛行場周辺１０箇所において，騒音測定を実施したと

ころ，その測定結果に基づき環境基準方式により算定したＷ値は，①

（ ， ） ，篠原新町民会館 加賀市篠原新町γ番地 ８５コンター では７４

（ ， ） ，② 新保青少年会館 加賀市新保町δ番地 ８０コンター では７５

③ 浜佐美町内会事務所（小松市浜佐美町ε，８５コンター）では８

２，④ 松崎町生活改善センター（小松市松崎町ζ，７５コンター）

では７２，⑤ 向本折町公民館（小松市向本折町η，７５コンター）

では６３，⑥ 小松市桜木体育館（小松市桜木町θ番地，８５コンタ

ー）では７３，⑦ 園町会館（小松市園町ι，８０コンター）では７

２，⑧ 坊丸地区会館（小松市坊丸町κ，８０コンター）では７９，

⑨ 長田会館（小松市長田町λ，７５コンター）では７７，⑩ 高坂

町会館（能美市高坂町μ番地，８０コンター）では７５となった（乙

９４の１及び２，弁論の全趣旨 」）。

(10) 原判決６１頁５行目の次に，次のとおり加える。

「 そして，当審において新たに提出された測定結果や，当審における検証の

結果等を踏まえても，上記の自衛隊機の飛行騒音の程度に，従前と大きな変

化はないということができる 」。

４ 騒音障害の防止軽減策

騒音障害の防止軽減策についての当裁判所の認定は，次のとおり補正するほ

か，原判決の「理由」欄の第３に記載のとおりであるから，これを引用する。

（原判決の補正）

(1) 原判決６７頁１２行目の次に，次のとおり加える。

「(8) 平成１３年度以降の状況（乙１６３の４ないし１８，弁論の全趣旨）

１審被告は，平成１３年度以降も（必要に応じて過去分についても言及
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する ，引き続き各種周辺対策を実施しており，その詳細は，別添「１。）

審被告最終準備書面」別冊Ⅰの第４ないし１８表記載のとおりであるが，

その概略を見ると，以下のとおりである。

ア 障害防止工事の助成等（生活環境整備法３条）

(ｱ) 障害防止工事の助成（同条１項）については，用排水路改修工事に

係る昭和５２年度から平成１６年度までの補助額が４億４１０５万１

０００円，テレビ共同受信施設設置事業に係る昭和５１年度から平成

１４年度までの補助額が６億５７００万４０００円である（乙１６３

の１３及び１４ 。）

(ｲ) 学校，病院等の防音工事の助成（同条２項）については，昭和３５

年度から平成１７年度までの事業対象施設数が１５８，補助額が３０

６億２１７８万２５００円である（乙１６３の５ 。また，防音事業）

関連維持費については，平成１７年度から生活環境整備法３条２項に

基づくものとなり，平成１７年度の対象施設数は１４４，昭和４８年

度から平成１７年度までの補助額は１４億７９８０万９０００円であ

る（乙１６３の６ 。）

イ 移転の補償等（生活環境整備法５条）

対象家屋のうち平成１３年度から平成１７年度までに７３戸が移転し

たことにより，移転済み戸数は５７１戸に達し，土地の買入れを含む補

償に要した費用は総額２２４億８５５万８０００円となった（乙１６３

）。 ， （ ）の４ また 移転先地の公共施設整備事業に係る助成措置 同条３項

として，小松市が平成１４年度から平成１７年度まで実施した事業に対

， （ ）。し １３億７６１８万１０００円が支出されている 乙１６３の１５

ウ 緑地帯の整備（生活環境整備法６条）

昭和４６年度から平成１７年度までに，５６．３２ヘクタールの緩衝

緑地帯の整備について，４億８９００万円が支出された（乙１６３の１
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６ 。）

エ 民生安定施設の助成（生活環境整備法８条）

(ｱ) 防音工事の助成については，昭和４１年度から平成１７年度までの

事業実績は，施設数が１６４，補助額が７５億４１３７万８０００円

である（乙１６３の７ 。）

(ｲ) 一般助成については，昭和３５年度から平成１７年度までの事業実

績は，件数が１１５件，補助額が１７９億４０７２万２０００円であ

る（乙１６３の８ 。）

オ 特定防衛施設周辺整備調整交付金（生活環境整備法９条）

昭和５０年度から平成１７年度までの支出額は，小松市について７２

億２８８３万５０００円 加賀市について１９億５４２５万円である 乙， （

１６３の９ 。）

カ 損失の補償（生活環境整備法１３条）

昭和４２年度から平成１７年度までの農耕阻害に係る損失の補償の実

績は，対象者数が９９６４人，補償金額が７２７４万４０００円である

（乙１６３の１７ 。）

キ その他

(ｱ) テレビ受信料の助成については，昭和４５年度から平成１７年度ま

での実績は，件数が延べ３７万８１１３件，補助額が２２億７９４０

万９０００円である（乙１６３の１１ 。）

(ｲ) 小松市に対する国有提供施設等所在市町村助成交付金については，

昭和３２年度から平成１７年度までの総額は８４億６２７７万３００

０円である（乙１６３の１０ 」）。

(2) 原判決６９頁１１行目の次に，次のとおり加える。

「 １審被告は，平成１３年度以降も引き続き，住宅防音工事の助成事業を実

施しており，その詳細は，別添「１審被告最終準備書面」別冊Ⅰの第３表記
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載のとおりであるが，その概略を見ると，以下のとおりである（乙１６３の

３，弁論の全趣旨 。）

生活環境整備法に基づく住宅防音工事については，平成１７年度までに，

１万６０４１世帯について新規工事が完了し，１万１８４３世帯について追

加工事が完了しており，それらに対する補助額は６００億８５１９万８００

０円に上る。また，特定住宅に係る防音工事助成事業については，平成１７

年度までに，４６７世帯の新規工事が完了し，３４７世帯の追加工事が完了

しており，それらに対する補助額は２４億５４９３万４０００円であり，建

替防音工事助成事業については，平成１７年度までに２３７世帯が完了して

おり，補助額は１１億１１５６万７０００円である。さらに，空調機器機能

復旧工事については，平成１７年度までに１万１８２９世帯が完了し，補助

， ，額は３３億７８２８万６０００円であり 防音建具機能復旧工事については

平成１７年度までに５７６世帯が完了し，補助額は５億４２７８万８０００

円である。

さらに，１審被告は，平成１４年度から，Ｗ値８５以上の区域に所在す

る住宅について，外郭防音工事（居室以外の廊下，階段，浴室，便所等も

含めて，家屋全体を遮音構成上一つの区画となるようにし，その外郭につ

いて実施する防音工事であり，防音工事実施済みの住宅であるかどうかや

世帯人員数にかかわらず，Ｗ値８５以上の区域に所在する住宅であれば対

象となるもの）の助成事業を開始した（乙９９，１００ 。外郭防音工事）

については，平成１７年度までに１８８世帯が完了し，補助額は１０億２

３６１万４０００円である。

なお，１審被告は，平成１４年７月に「飛行場周辺における環境整備の

在り方に関する懇談会」が行った「飛行場周辺における幅広い周辺対策の

在り方に関する報告 （乙１０１）を踏まえ，住宅防音工事の一環として」

設置された空気調和機器（冷暖房機等）の電気料金の負担を軽減するため
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に，太陽光発電システムの設置の助成を実施することについて検討を始め

るとともに，平成１５年度から，原則としてＷ値が９０以上の区域に所在

する住宅を対象として，そのためのモニタリング事業を開始した（乙１０

２ 。太陽光発電システムとは，住宅の屋根等に太陽電池モジュールを設）

置し，発電した電気を家庭内で利用するとともに，余剰電力が発生した場

合には，電力会社に売電することができるシステムである（乙１０３ない

し１０５ 。しかしながら，上記モニタリング事業は，あくまで調査段階）

にすぎず，その実施規模は，１審被告の主張によっても未だ１１１世帯に止

（ ， 。） ，まる そのうち １審原告らは１１世帯３４名のみである ものであるし

太陽光発電システムを設置した住宅において実際にどの程度の電気料金の負

担が軽減されるのかを認めるに足りる証拠はない（なお，１審被告は，１審

原告らのうち太陽光発電システムの設置を受けた者の世帯についての同シス

テムの発電量及び余剰電力販売量を主張するが〔１審被告第７準備書面別表

３ ，これらの数値は日照時間等の天候により大きく左右されるものと推認〕

されるから，その平均的な傾向を把握するためにはある程度長期間にわたる

データに基づく分析が必要であると解されるところ，上記主張は，最長でも

１年半にすぎない短期間の数値に係るものであるから，上記主張内容によっ

ても，同システムによる電気料金の負担が長期的にどの程度軽減されるのか

を認めるには足りないというべきである 」。）。

(3) 原判決７０頁２行目ないし１１行目を次のとおり改める。

「 争いのない事実及び証拠（乙１０６ないし１２５，１３７ないし１６１，

乙１６３の１）によれば，１審原告らの居宅に関する防音工事助成措置（太

陽光発電システムに係るモニタリング事業を除く ）の平成１７年度末現在。

における実施状況は，別添「１審被告最終準備書面」別冊Ⅰ第１表のとおり

， ，であり そのうち前記認定の１審原告らの各居住地に係る部分のみを示せば

別添「１審被告最終準備書面」別冊Ⅱ別表Ⅱ－２(1)「陳述書記載・危険接
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」 「 」「 」「 」「 」近・住防実績等一覧 中の 新規工事 追加工事 一挙工事 建替工事

「外郭工事」欄に記載されたとおりである（ただし，３次Ａ３４の「新規工

事」欄を「室数・２，完了年月日・昭和６３年１１月２２日」と改める ）。

と認められる。

これによると，１審原告らの居宅は既に追加工事も終えて４室ないし５室

の防音室を備えているものが多く，中には平成１１年度から実施されている

建替防音工事の助成措置や平成１４年度から実施されている外郭防音工事の

助成措置を受けた世帯も，多くはないが一部存するところである 」。

(4) 原判決７１頁９行目の次に，次のとおり加える。

「ウ １審被告による防音工事効果の測定

１審被告は，平成１５年７月２日及び３日，住宅防音工事済みの住宅

２軒（１軒は，能美郡根上町高坂町の８０コンターに所在し，もう１軒

は，小松市浮柳町の８５コンターに所在する ）において，防音室内と。

屋外とに騒音計及び記録計を設置し，騒音のピークレベルを同時に測定

した。なお，測定は，① 屋外に設置したスピーカーから，防音工事の

仕方書（乙９５）に定められた５００Hzの音響を発生させて測定する方

法と，② 実際に計測時間中に飛来した航空機の騒音を測定する方法の

両方により行われた。その結果，いずれの測定方法によっても，第Ⅰ工

法の計画防音量である２５ｄＢ（Ａ）を上回る３０ｄＢ（Ａ）以上の防

音効果が確認された（乙９６ 」）。

(5) 原判決７３頁２２行目末尾に「新調査に係る報告書（甲Ｅ１０１）でも，

同様の調査結果とされている 」を加える。。

５ １審原告らの被害状況

１審原告らの被害状況についての当裁判所の認定は，次のとおり補正するほ

か，原判決の「理由」欄の第４に記載のとおりであるから，これを引用する。

すなわち，本件飛行場周辺における航空機騒音による１審原告らの共通被害
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として，睡眠妨害の発生や，身体的疾患・障害の発症，あるいはその罹患・発

症の危険性の高い状態を惹起されたことまでは認めるに足りない一方，１審原

告らのうち，いわゆるコンター外勤務者や，当審においても陳述書を提出しな

い若干名についても，騒音暴露地域に生活の本拠を置く住民が等しく被る共通

被害が認められるものというべきである。

（原判決の補正）

(1) 原判決７６頁２，３行目の「ただし，後述するとおり未提出の者も少なく

ない 」を「ただし，後述するとおり，陳述書を提出しない１審原告らも，。

原審段階では相当数に上っており，当審においてほとんどの１審原告らから

陳述書が提出されたものの，なお若干名の者が陳述書を提出していない 」。

と改める。

(2) 原判決７６頁１５行目の次に，次のとおり加える。

「 そして，当審においても，被害の実情に関して，１審原告本人Ａ３５，同

Ａ３６，同Ａ３７の尋問が行われた。また，１審原告ら作成の陳述書が新た

に多数提出されており（甲Ａ１６５４ないし２１２４，甲Ｂ１４７ないし１

９２ ，その具体的内容の要旨は，別紙「当審陳述書要旨」に記載のとおり）

である。これらの内容は，以下に整理した原審における１審原告らの訴えの

内容と基本的に同様であるということができる 」。

(3) 原判決９９頁８行目の次に，次のとおり加える。

「ウ さらに，Ｂ医師は，８５コンターに居住し，交代制勤務に従事するため

昼間に睡眠をとる必要がある５０代の男性２名を被験者として，航空機騒

音の睡眠に与える影響を調査し，その調査方法，調査結果及び考察を意見

書（甲Ｅ１０５）としてまとめ，それが当審に提出された。その内容は概

ね次のとおりである。

調査期間は，平成１７年１０月２４日から２９日までである。騒音の測

定は，被験者の家の近くで道路から離れた場所にデジタル騒音計を置き，
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１秒ごとに行った。また，１０月２５日の午前１０時から１２時までと午

後１時から５時まで，被験者の家の近くで航空機の目視調査をし，上記騒

音測定データとつきあわせを行った。一方，被験者には，入浴や洗面等を

除いて，自宅にいる間，マイクロミニ型アクチグラフ（０．０１Ｇ以上の

加速度を０．１秒ごとにサンプリングし１分単位でカウントした加速度の

回数を記録するもの）を左手に装着してもらい，身体活動数を測定し，そ

の測定結果をアクチグラフ付属の解析ソフト「ＡＷ２」を用いて解析し，

睡眠と覚醒の判別を行った。

， ， ，そして 騒音測定の結果と目視調査の結果を比較すると この地域では

騒音測定で７０ｄＢ（Ａ）を３秒以上超えた場合，その騒音の９８パーセ

ントが航空機（民間機やヘリコプターを含む ）による騒音であり，さら。

， ，に 航空機騒音の９０パーセントが自衛隊機による騒音であったことから

調査結果を導く前提として，騒音測定で７０ｄＢ（Ａ）を３秒以上超えた

騒音の回数と秒数をすべて自衛隊機による騒音と扱った。

その上で，① 昼間睡眠の就寝までの１時間当たりの航空機騒音の回数

及び騒音秒数が多いほど，就寝時刻が遅れており，非常に強い関連が見ら

れた，② 昼間睡眠の睡眠中１時間当たりの騒音秒数が増えるほど，睡

眠持続時間が短縮しており，有意で強い関連を示した，③ 頻回で長い

航空機騒音と起床時とが一致することがあったことから，頻回で長い騒

音のために睡眠が中断され，そのまま起床となった可能性が高いと考え

られた，④ 睡眠中の航空機騒音の回数・秒数ともに増えるほど，覚醒

回数が増える傾向が見られ，騒音秒数との関連が強かった，とし，結論

として，航空機騒音が睡眠時間の短縮と睡眠の質の悪化という両面で睡

眠障害をもたらしていることが明らかとなったとしている 」。

(4) 原判決１０１頁１８行目の次に，次のとおり加える。

「 なお，当審において提出されたＢ医師作成の意見書（甲Ｅ１０５）及びこ
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れと同旨の当審におけるＢ証人の証言について検討すると，上記意見書に係

る調査は，前記のとおり，交代制勤務に従事するため昼間に睡眠をとる必要

がある５０代の男性２名を被験者としてされたものであるところ，このよう

にわずか２名を対象にした調査から疫学上有意な結論を導くことには問題が

あるといわざるを得ない（なお，Ｂ証人自身も，本来は，より多数者を対象

にした調査を行うべきである旨を自認している〔当審証言３９，４０，５５

頁等 。また，１審原告らは，本件飛行場周辺における航空機騒音による〕）

共通被害を主張しているのであるから，交代制勤務に従事するため昼間に睡

眠をとる必要がある者という，１審原告らのうちの多数の者の生活スタイル

とは明らかに異なる生活スタイルによっている者を対象とした上記調査の結

果をもって，上記の共通被害の立証があるということはできず，まして，上

記判示のとおり，深夜から早朝にかけての通常の睡眠時間帯においては自衛

隊機の離着陸・飛行により安眠を妨げられる頻度も大幅に減少していると認

められることや，Ｂ証人自身も当審において証言するとおり，交代勤務者は

睡眠が短くなったり浅くなったりする傾向があり，一般の生活スタイルによ

っている者に比較して，騒音に関して高感受性であること（当審証言３６，

３７頁等）も考慮すれば，なおさらである。

したがって，上記意見書及びこれと同旨の当審におけるＢ証人の証言を検

討しても，１審原告らの共通被害として睡眠妨害が発生していることを認め

るに足りず，上記判示を左右しない 」。

(5) 原判決１０３頁１５行目の次に，次のとおり加える。

「 この点につき，１審被告は，本件飛行場周辺の騒音は平日の日中に集中し

ているところ，１審被告による騒音測定のデータ（乙９１の３）に基づき，

（ ）１審原告らのうちコンター区域外の事業所での就労者 コンター外勤務者

の多くがコンター区域外に所在しているものと推定される平日の午前９時

から午後５時までの騒音を控除したＷ値を算出すると，騒音コンターの基
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準値よりもはるかに低い数値を示しているから，上記の者については，少な

くとも，当該居住地のコンター区分より１段階低いコンター区分をもって

論ずるべきである旨主張する。

そこで検討すると，１審被告による騒音測定のデータ（乙９１の３）に基

づくと，平成１２年度における午前９時から午後５時までの１日当たりの

騒音発生回数が１日当たりの平均騒音発生回数に占める割合は，６２ないし

７５パーセントであり，その平均値は約６９パーセントとなり，平成１３

年度における上記割合は，６４ないし７７パーセントであり，その平均値

は約７１パーセントとなり，平成１４年度における上記割合は，６２ない

し７２パーセントであり，その平均値は約６８パーセントとなることが認め

られる（弁論の全趣旨〔１審被告の当審第４準備書面別表４ 。したがっ〕）

て，１審被告による騒音測定のデータによっても，１日当たりの騒音発生回

数のうち約３割に上る部分が，１審原告らのうちの有職者であってもその大

多数が職場の勤めを終えて夕刻帰宅し，休息・団らんし，夕食等を家族と過

ごすなどして，翌朝出勤するまでの時間帯と考えられる午後５時から翌朝午

前９時までの時間帯に発生しているのである。さらに，上記判示のとおり，

生活の本拠である住居地の平穏を害されることがもたらす精神的苦痛の大き

さは，単に，直接騒音に暴露されている時間の長短のみでは計り得ないもの

があるというべきであることも考慮すれば（日中コンター区域外に通勤して

いる者であっても，帰宅すれば，日中コンター区域内に生活していて自衛隊

機等の騒音被害を被っている家族の下で生活することになるのであり，その

際，同居家族から騒音被害の状況で不満を言われたりしても，これに対応し

て生活していかざるを得ないことを考えると，日中騒音被害を被る同居家族

の精神的苦痛は，日中コンター外勤務者にとっては自己の精神的苦痛という

面もあるのである ，１審原告らのうち有職者で，日中の騒音に暴露され。）

る機会の少ない者であっても，なお騒音暴露地域に生活の本拠を置く住民が
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等しく被る日常生活妨害を被っているというべきである 」。

(6) 原判決１０３頁１９行目の「相当数に上っており」を「原審段階では相当

数に上っていたが，当審においてほとんどの１審原告らから陳述書が提出さ

れたものの，なお若干名の者が陳述書を提出していないところ」と改める。

(7) 原判決１０５頁１１行目の「簡潔な事項であり，しかも，先に判示したと

おり」を「項目であるが」と改め，同２５行目末尾に「当審におけるＢ証人

の証言を検討しても，上記判示を左右しない 」を加える。。

６ １審被告の損害賠償責任

１審被告の損害賠償責任についての当裁判所の判断は，次のとおり補正する

， 「 」 ， 。ほか 原判決の 理由 欄の第５に記載のとおりであるから これを引用する

すなわち，当裁判所も，１審原告らのうち第１種区域内に居住する者，すな

わちコンター内居住１審原告らについては，７５コンター居住１審原告らを含

め，また，コンター外勤務者も含め，受忍限度を超える被害が生じているもの

と認めるのが相当であり，また，１審被告の助成に係る防音工事（外郭防音工

事を含む ）の施された家屋に居住する１審原告らについても，その被害が受。

忍限度内に収まるとみることは到底できず，せいぜいその慰謝料額を算定する

に際し防音室数に応じた一定割合の減額を施す程度のしん酌をするにとどめる

のが相当であると判断する。

（原判決の補正）

(1) 原判決１１０頁２５行目の次に，次のとおり加える。

「 なお，１審被告は，１０・４協定について，１審被告が基地周辺の航空機

騒音防止対策に関する総合的施策を有効適切に実施するに当たっての行政上

の目的を示したものであって，騒音等についての具体的な数値，基準を定め

たものではないから，１審被告の措置について具体的な数値等の違反は生じ

得ず，１０・４協定に違反するという事態もおよそ生じ得ない旨主張する。

， ，しかしながら １０・４協定が行政上の目的を示したものであったとしても
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そこには，前記のとおり 「航空機騒音に係る環境基準」に従って，公共用，

飛行場の区分第２種Ｂについて定められている期間内（昭和５８年１２月２

７日まで）に速やかに環境基準（ＷＥＣＰＮＬ７５以下）の達成を期するこ

と等が定められているのであるから，この行政上の目的を示した定めが，１

０・４協定の締結から３０年以上が経過した今日に至っても，十分には履践

されず達成されていないことに何ら変わりはない 」。

(2) 原判決１１１頁２，３行目の「見当たらない 」の次に 「なお，１審被。 ，

告は，自らが周辺住民のために諸対策を講じ，努力していること自体が周

辺住民の騒音源に対する否定的評価を解消又は軽減する旨主張する。しか

しながら，１審被告が種々の周辺対策（住宅防音工事を除く ）を継続的。

に行っているからといって，本件飛行場周辺の住民の被る航空機騒音自体

に変化があるわけでなく，住民の被害がなくなるわけではないから，侵害

行為の違法性（受忍限度）を考えるに当たって，１審被告が主張するよう

な主観的な要素を重視することはできない 」を加える。。

(3) 原判決１１１頁１６ないし１８行目の「かえって，基地が存在することで

外部からの攻撃対象にされるのではないかという不安感を周辺住民らに与え

る面を有しているのであって，このことも考慮すれば 」を削除する。，

(4) 原判決１１１頁２２行目の次に，次のとおり加える。

「 ， ， ， ，この点に関し １審被告は 本件飛行場が 大規模災害等への対応により

地域社会に多大の貢献をしている旨主張する。

そこで検討すると，たとえば，平成９年にタンカー沈没による大規模重油

流出事故が発生した際，本件飛行場から飛行した自衛隊機が乗員を救出する

とともに，回収した油が詰まっている土嚢を輸送するなどしたことは，前記

のとおりであり，このような大規模災害等への対応も本件飛行場の公共的役

割の一つであるというべきであるが，このような役割も，本件飛行場の周辺

住民に限ってより多くの福利・便益をもたらすものとはいえず，周辺住民の
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騒音による被害と周辺住民が受ける福利・便益との間に，前者が増大すれば

必ず後者も増大するというような関係があるとは認められないから，このよ

うな役割を考慮しても，上記判示を左右するものではない。

一方，１審原告らは，本件飛行場についての公共性の有無を検討するため

には，その前提として，自衛隊及び在日米軍についての憲法判断が不可避で

あり，自衛隊及び在日米軍が憲法９条に違反する存在である以上，自衛隊機

及び米軍機が離着陸する本件飛行場にも公共性はない旨主張する。

しかしながら，前記のとおり，本件のうち損害賠償請求は，１審原告らが

自衛隊機及び米軍機の発する騒音により身体的・精神的被害等を被っている

として，国家賠償法２条１項に基づき損害金の支払を求めた事案であり，あ

くまで通常の私法秩序に係る一般の民事訴訟であることは明らかであるか

ら，そこにおいて公法秩序上，自衛隊及び在日米軍が憲法９条に違反するか

否かを論ずる必要はない。本件のうち損害賠償請求についても，本件飛行場

に付与されている役割（公共性）を考慮すべきであることは，上記判示のと

おりであるが，そこでは，通常の私法秩序における一定の社会的有用性を有

するか否かを判断すれば足りると解すべきである。そして，本件飛行場が，

我が国の国防政策上，日本海側随一の航空自衛隊基地施設として枢要な役割

， ， ，を付与されており また 大規模災害等への対応の役割をも担っている以上

上記の意味での公共性を有することは明らかである。したがって，１審原告

らの上記主張は採用できない 」。

(5) 原判決１１２頁１行目の次に，次のとおり加える。

「 この点について，１審被告は，前記の１審被告と関係地方公共団体との共

同調査結果，及び１審被告自身の騒音測定結果によれば，実際の環境基準方

式によるＷＥＣＰＮＬは，告示コンターに示されたＷ値を大きく下回る値と

なっているから，侵害行為の程度は，告示コンターではなく，実勢騒音に基

づいて判断されるべきであり，とりわけ７５コンター居住１審原告らについ
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て騒音被害が受忍限度を超えていない旨主張し，コンター外勤務者について

もほぼ同様の主張をする。

しかし，前記第４の１の事実及び弁論の全趣旨によれば，本件飛行場周辺

地域に関するコンター及びその区分（７５コンター，８０コンター，８５コ

ンター，９０コンター及び９５コンター）は，１審被告自身が，本件飛行場

周辺地域に関する自衛隊等の航空機の離陸，着陸等による騒音の程度を調査

， ， ，し 関係する市町村の意見も参酌する等した上で 生活環境整備法に従って

本件飛行場周辺地域において自衛隊等の航空機の離陸，着陸等のひん繁な実

施による騒音障害が著しいと認められる地域を第１種区域（Ｗ値７５以上で

あり，７５コンター，８０コンター，８５コンターがこれに属する ）と指。

定し，そのうち同障害が特に著しいと認められる地域を第２種区域（Ｗ値９

０以上であり，９０コンターがこれに属する ）と指定し，第２種区域の一。

部を第３種区域（Ｗ値９５以上であり，９５コンターがこれに属する ）と。

指定してきたもので，このコンター区域は昭和５９年１２月の告示後変更さ

れていないのであるから，第１種区域に指定されている地域（第２種区域に

指定されている地域を除く ）に居住する１審原告らは，本件飛行場で離着。

陸等する自衛隊機等によりそれぞれ上記各コンター区分に相当する著しい騒

音被害を被っており，第２種区域及び第３種区域に指定されている地域に居

住する１審原告らは，本件飛行場で離着陸等する自衛隊機等により上記各コ

ンター区分に相当する特に著しい騒音被害を被っているものと推認するのが

相当であるというべきである。１審被告の上記主張は，これに反するもので

あるが，第１種区域ないし第３種区域に居住する住民が本件飛行場で離着陸

等する自衛隊機等により被っている騒音被害の内容及び程度は，当該住民が

居住する住宅の構造，生活形態（就業者か否か，就業者であっても自営業者

か勤務者か，さらに勤務者であっても，勤務場所や勤務条件がどうかなど）

等の生活状況により，具体的な暴露の時間及び態様において様々であるのが



42

通常であるところ，１審原告らの損害賠償請求は，１審原告らが，個々の生

活状況の相違による暴露時間及びその程度を捨象して，コンター区分毎にそ

れに相応する騒音被害を被っているとして，それによる損害に対する賠償を

求めているのであるから，このような本件訴訟の在り方に照らしても，上記

各コンター区域に居住する１審原告らは，当該コンター区分に相当する上記

騒音被害を被っているものと推認するのが相当である（なお，仮に，１審被

告において，上記各コンター区分あるいは区域指定が本件飛行場における自

衛隊機等による騒音被害の実情とそごし，到底維持すべきものでないと考え

， ，るのであれば すみやかに生活環境整備法に従って告示改正手続を履践して

その是正を図ることができないではないのである 。。）

加えて，既に詳細に認定説示したところによれば，本件飛行場の自衛隊機

等による航空機騒音の実態等が上記各コンター区分が想定する騒音程度と近

似した結果となっているものと認められるから，コンター内に居住している

１審原告ら（承継に係る１審原告についてはその被承継人）は，７５コンタ

ーに居住している者も含めて，等しく受忍限度を超える騒音被害を被ってい

るものというべきであるが，１審被告の指摘に即して，さらに補足して検討

する。

まず，前記のとおり，告示コンターに示されたＷ値は防衛施設庁方式によ

り算定されたものである一方，１審被告が指摘する調査結果等に基づくＷＥ

ＣＰＮＬは，ほとんどが環境基準方式により算定されたものであるところ，

そもそも，自衛隊機の騒音の評価に当たって防衛施設庁方式が採用されたの

は，本来，ＷＥＣＰＮＬが年間を通して定常的な騒音量が存在する公共用飛

行場（民間飛行場）を対象として考案された手法であり，不定期的飛行を常

態とする自衛隊機の飛行場にこれをそのまま適用するのは不適切なためであ

る。したがって，本件飛行場のように自衛隊機が使用する飛行場周辺のうる

ささを示す指標として，環境基準方式により算定されたＷＥＣＰＮＬではな



43

く，防衛施設庁方式により算定されたＷ値を使用することには，十分合理性

があるというべきである。

次に，前記認定の１審被告及び関係地方公共団体の共同調査結果，並びに

１審被告自身の騒音測定結果等によれば，これらに基づき環境基準方式によ

り算定されたＷＥＣＰＮＬは，防衛施設庁方式により算定された告示コンタ

ーのＷ値をある程度下回る傾向があることが認められる。しかしながら，前

記のとおり，防衛施設庁方式においては，Ｗ値の算定の基礎となる飛行回数

として，単純に年間総飛行回数を３６５日で除した値ではなく，飛行しない

日も含め，１日の総飛行回数の少ない方からの累積度数曲線を求め，累積度

数９０パーセントに相当する飛行回数を，その防衛施設における１日の標準

総飛行回数として計算している結果，本件飛行場についても，防衛施設庁方

式により算出したＷ値は，環境基準方式によるものに比べ高くなる傾向があ

り，本件飛行場についても２ないし５程度高い値となっているのである。し

たがって，環境基準方式により算定されたＷＥＣＰＮＬが，防衛施設庁方式

により算定された告示コンターのＷ値をある程度下回っていても，そのこと

をもって直ちに，告示コンターのＷ値が実勢騒音と乖離したものであるとい

うことはできない。

なお，前記のとおり，１審被告自身が本件飛行場周辺６箇所において騒音

の常時測定をした結果に基づき防衛施設庁方式によりＷ値が算定されており

（乙９１の１ないし３ ，それによれば，７５コンターの片野公民館（前記）

� ，御幸中学校（前記� ，こばと保育園（前記�）及び粟生小学校（前） ）

記�）での平成１１年度以降のＷ値は，順に，６８ないし７１，７０ないし

７３，７０ないし７４，６９ないし７０であり，いずれも７５に達していな

いものの，その中には７３，７４といった極めて７５に近い値が含まれてい

ることや，上記測定結果のうちコンター内のものは，７５コンターのみにつ

いての４箇所しかないため，これらをもって直ちにコンター内全体の傾向を
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示すものとはいい難いことを考慮すれば，上記防衛施設庁方式によるＷ値を

もってしても，告示コンターのＷ値が実勢騒音と乖離したものであるという

ことはできない。

したがって，いずれにしても，１審被告の上記主張は採用できない 」。

(6) 原判決１１２頁２４行目の「若干のデータ」の次に「及び１審被告による

防音工事効果の測定（平成１５年７月２日及び３日実施）の結果」を加え

る。

(7) 原判決１１３頁１９行目の次に，次のとおり加える。

「 なお，１審被告は，平成１４年度以降実施された外郭防音工事や，太陽

光発電システム設置助成に係るモニタリング事業を踏まえれば，少なくと

もこれらの措置を受けた住宅に居住する１審原告らについては，従来の住

宅防音工事に伴う閉塞感等の心理的，物理的マイナス面や，経済的負担の

問題は解消されているというべきである旨主張する。

， ， ， ， ，まず 外郭防音工事については 前記のとおり 居室以外の廊下 階段

， ， ，浴室 便所等も含めて 家屋全体を遮音構成上一つの区画となるようにし

その外郭について実施する防音工事であるから，外郭防音工事を実施した

家屋については，従前の住宅防音工事と異なり，防音工事が施された部屋

に閉じこもらなくても防音効果が発揮されるため，従前の住宅防音工事に

比較すれば，閉塞感がある程度緩和されるものと認められる。しかしなが

ら，外郭防音工事を実施しても，１審原告らの前記訴えのうち，窓を開け

られず室内を密閉することによる閉塞感，不健康さや空調機器使用に伴う

経済的負担の重さ等の点については，従前の住宅防音工事と何ら変わると

ころはないというべきである。したがって，外郭防音工事を実施した住宅

， ，に居住する１審原告らについても 従前の住宅防音工事についてと同様に

その被害が受忍限度内に収まるとみることは到底できず，せいぜいその慰謝

料額を算定するに際し防音室数に応じた一定割合の減額を施す程度のしん酌
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をするにとどめるのが相当である。

また，太陽光発電システムについては，前記のとおり，住宅の屋根等に

太陽電池モジュールを設置し，発電した電気を家庭内で利用するなどする

システムであるから，これを設置した家屋については，空調機器使用に伴

う経済的負担がある程度軽減されるであろうことは認められるものの，現

段階においては，そのモニタリング事業が開始されたにすぎず，実際にど

の程度の電気料金の負担が軽減されるのかを認めるに足りる証拠はない

し，その他の１審原告らの訴えに係る点，たとえば，窓を開けられず室内

を密閉することによる閉塞感，不健康さ等については，従前の住宅防音工

事と何ら変わるところはない。したがって，現段階においては，慰謝料額

の算定に当たって，太陽光発電システムの設置を減額要因として考慮すべ

きではない 」。

７ 危険への接近の法理について

(1) １審被告は，① １審原告らのうち，昭和４１年１月１日（基準日）以降

に本件飛行場周辺に居住を開始した者については，航空機騒音を容認して居

住を開始したものと推認すべきであるから，免責の法理としての危険への接

近の法理を適用すべきであり，② 仮にそうでなくとも，上記の者のうち本

件飛行場の騒音を認識していたことが明らかな者，すなわち，基準日以降に

おいて本件飛行場周辺に居住した経験を有しながら，その後，いったん本件

飛行場周辺地域外に転居したにもかかわらず，再び本件飛行場周辺地域に居

住を開始するに至った者，より騒音レベルの高い区域に転居した者，及び何

度もコンター内で転居を繰り返した者については，免責の法理としての危険

への接近の法理を適用すべきであり，③ 仮に，これらの者について，免責

の法理としての危険への接近の法理が適用されなくとも，少なくとも，減額

の法理としての危険への接近の法理を適用すべきである旨主張する。

(2) 不法行為法における当事者間の衡平の観点からすれば，航空機騒音による
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被害に接近した者が，航空機騒音の存在について認識を有しながらそれに

よる被害を容認して居住したものであり，被害が騒音による精神的苦痛な

いし生活妨害のごときもので直接生命，身体にかかわるものでなく，侵害

行為に高度の公共性が認められる場合には，実際の被害が居住開始時に認

識した騒音からの推測を超えるものであったとか，居住開始後に騒音の程

度が格段に増大したなどの特段の事情が認められない限り，被害者からの

損害賠償請求は許されないものと解するのが相当である（最高裁昭和５６

年１２月１６日大法廷判決・民集３５巻１０号１３６９頁参照 。）

また，仮に，航空機騒音による被害を容認していなくても，騒音の存在

を認識し，あるいは，これを過失により認識しないで居住を開始した者に

ついては，損害賠償額の算定に当たり，相当額の減額をすべき場合があり

得ると考えられる。

そこで，この観点から以下検討する。

(3) 前記１の本件飛行場の沿革，及び弁論の全趣旨（第１次，第２次訴訟にお

ける一，二審判決の内容等）によれば，昭和４０年末ころまでには，本件飛

行場にはジェット戦闘機が配備されているため，本件飛行場の周辺において

航空機騒音が問題となっているという一般的な事実自体は広く知られていた

ことが認められる。

(4) そして，争いのない事実に証拠（甲Ｅ７１，７５，乙Ｌ１，２）及び弁論

の全趣旨を総合すれば，１審被告により危険への接近の法理の適用が問題と

されている１審原告らの居住状況は，次のとおりであると認められる。

ア 基準日後にコンター内に居住を開始した者

昭和４１年１月１日（基準日）以降に初めて本件飛行場周辺に居住を開

始した１審原告らは，別添「１審被告最終準備書面（第２編 」添付別表）

Ⅱ－４(1)記載の３１５名である。

イ コンター内に居住した経験があり，その後，いったんコンター外に転出
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したが，再びコンター内に居住を開始した者

(ｱ) 基準日以降にコンター内に居住を開始し，その後，コンター内外に転

出転入を繰り返し，かつ，コンター内への転入が同一住所への再転居で

ない１審原告らは，同別表Ⅱ－４(2)記載の３名である。

(ｲ) 基準日以降にコンター内に居住を開始し，その後，コンター外に転居

し，再びコンター内に転入し，かつ，コンター内への転入が同一住所へ

の再転居でない１審原告らは，同別表Ⅱ－４(3)記載の８名である。

(ｳ) 基準日時点でコンター内に居住し，その後，コンター内外の転出入を

繰り返し，かつ，コンター内への転入が同一住所への再転居でない１審

原告らは，同別表Ⅱ－４(6)記載の１６名である。

(ｴ) 基準日時点でコンター内に居住し，その後，いったんコンター外へ転

出したが，再びコンター内に転入し，かつ，コンター内への転入が同一

住所への再転居でない１審原告らは，同別表Ⅱ－４(7)記載の３６名で

ある。

ウ コンター内を転居した者

(ｱ) 基準日以降にコンター内に居住を開始し，その後，コンター内のより

騒音レベルの高い区域に移動し，かつ，下記(ｲ)に該当しない１審原告

らは，同別表Ⅱ－４(4)記載の３６名である。

(ｲ) 基準日以降にコンター内に居住を開始し，その後，コンター内の移動

を３回以上繰り返した１審原告らは，同別表Ⅱ－４(5)記載の１７名で

ある。

(ｳ) 基準日時点でコンター内に居住し，その後，コンター内のより騒音レ

ベルの高い区域に移動し，かつ，下記(ｴ)に該当しない１審原告らは，

同別表Ⅱ－４(8)記載の１５７名である。

(ｴ) 基準日時点でコンター内に居住し，その後，コンター内で転居を３回

以上繰り返した１審原告らは，同別表Ⅱ－４(9)記載の７５名である。
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(5) しかしながら，まず，騒音の認識についてみると，上記(3)のとおり，基

準日時点において，本件飛行場にはジェット戦闘機が配備されているため，

本件飛行場の周辺において航空機騒音が問題となっているという一般的な事

実自体は広く知られていたものであるけれども，一方，① 前記３で補正し

て引用した原判決説示のとおり，騒音の発生状況に常態性，定期性がなく，

特に，住宅や土地の購入に際して一般に下見が多く行われる土曜日及び日曜

日の騒音は平日に比べ大幅に減少すること，② 前記１で補正して引用した

原判決説示のとおり，本件飛行場に係る区域指定（コンター区分）は，その

告示のあった日の行政区画によって表示され，行政区画の一部にとどまる場

合は，金沢防衛施設事務所に該当部分を示した図面を備え置き縦覧に供する

こととされたが，実際の区域指定の相当多くの部分は，行政区画の一部にと

どまっており，上記図面を縦覧しなければ，コンター区分の内容を知ること

ができないこと，③ １審被告がコンター図や飛行コース，騒音の実態等に

ついて，コンター外からコンター内に転入予定の住民に対し，積極的に情報

提供を行っていることを認めるに足りる証拠がないこと等によれば，コンタ

ー外からコンター内への転入者は，住宅や土地の購入のための下見や情報収

集をしたとしても，実際にコンター内に転居してきて一定期間生活をするま

では，転入地における航空機騒音の有無，程度，頻度等の騒音の詳細な実態

を把握することは極めて困難であったというべきである。

したがって，上記基準日以後に初めて本件飛行場周辺に居住を開始した者

（上記(4)ア）が，そのこと自体から，居住開始時に航空機騒音の実態を十

分認識していたと推認することはできず，他に上記の者につき上記認識の事

実を認めるに足りる証拠はない。また，上記事情に加えて，上記の者が，コ

ンター内での居住開始時に，転入地における航空機騒音の有無，程度，頻度

等の実態について調査義務を負っていると解する根拠はないことも考慮すれ

ば，上記の者が航空機騒音の実態について認識していなくても，そのことに
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過失があるということはできない。

また，コンター内において転居した者（上記(4)ウ，コンター内転居者）

や，コンター内からコンター外に転出しながら再びコンター内に転入した者

（上記(4)イ，コンター内再転入者）についても，転居地・再転入地が従前

のコンター内居住地と比較的離れている場合には，上記の説示がそのまま妥

当するのであって，コンター外から初めて転入してきた場合と区別する理由

はない。

(6) もっとも，コンター内転居者やコンター内再転入者のうち，転居地・再転

入地が従前のコンター内居住地と近接している者については，転居・再転入

の時点において，転居地・再転入地における騒音の実態に関する認識があっ

たものと推認することができないわけではない。

しかしながら，いったんある土地に居住した者が，そこで生活基盤を形成

することにより，その土地とのつながりを強めることは当然のことであり，

とりわけ，本件飛行場のある小松市のような地方都市ないしその周辺部にお

いては，大都市部に比べて地縁・血縁関係がより強いことも，当裁判所に

顕著な事実であるから，そうであれば，いったんコンター内に居住した者

が，そこで形成された生活基盤，地縁・血縁関係に基づき，騒音の実態を

認識しながらも，再び従前の居住地と近接した場所に居住することには，

一般に，やむを得ない事由，又はその程度に至らなくても，社会生活上そ

のことを必要とする相当な事由があることが推認されるのであって，この

ような者については，騒音被害を被りながらも従前と同一の場所で居住を

続ける場合と何ら区別すべきではなく 「危険への接近」と評価するのは，

相当でない。

(7) そして，１審被告が危険への接近の法理の適用を主張する１審原告らに

ついて，本件飛行場における航空機の離発着に伴う騒音を積極的に容認して

いた者がいることを認めるに足りる証拠はなく（なお，１審被告も，上記１
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審原告らについて，上記転居歴以外に，航空機騒音を積極的に容認していた

といえるような個別事情を特段主張していない ，かえって，その転居の。）

経緯をみると，引き続き従前の生活基盤の中で生活を続けている場合以外で

も，地縁・血縁関係が強い本件飛行場周辺の地域性も反映して，婚姻を契

（ ）機とした配偶者方ないしその実家への転居 いわゆる嫁入りあるいは婿入り

をはじめとして，私生活や職業上の都合等による必要に迫られたやむを得な

い転居が多いことが窺われる（甲Ａ，Ｂ各号証，乙Ｌ各号証及び弁論の全趣

旨 。）

(8) 他方，１審被告側の対応についてみると，前記６で補正して引用した原判

決説示のとおり，本件飛行場については，既に昭和５０年時点において，防

衛施設庁長官等と関係自治体首長との間で「航空機騒音に係る環境基準」の

達成を昭和５８年までに期することとその方途が協定されており（１０・４

協定 ，その後，第１，２次訴訟において，本件飛行場周辺における航空機）

騒音が受忍限度を超える違法なものであるとして，周辺住民に対する１審被

告の損害賠償責任を肯定する判決が一，二審を通じて言い渡され，これが確

定しているのである。それにもかかわらず，１審被告は，今もなおジェット

戦闘機の飛行騒音そのものを低減させるのは技術的に困難であるとの理解の

下に，屋外騒音値の軽減，ひいては環境基準値の達成につながるような騒音

抑制のための抜本的改善策を何ら講じていない。その結果，上記１０・４協

定の定めは，その締結から３０年以上が経過した今日に至っても達成されて

おらず，本件飛行場の周辺においてジェット戦闘機による航空機騒音が問題

となっているという一般的な事実が広く知られるに至った上記基準日から既

に４０年以上が経過した現在も，受忍限度を超えて違法な航空機騒音が引き

続き発生し，コンター内に居住する住民は，現実にその被害を被り続けてい

。 ， ， ，るのである なお 上記(5)のとおり １審被告がコンター図や飛行コース

騒音の実態等について，コンター内に転入予定の住民に対し，積極的に情報
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提供を行っている事実は認められない。

(9) 上記(3)ないし(8)に説示した諸事情を考慮すれば，本件において，１審被

告主張の１審原告らについて，危険への接近の法理を適用して，１審被告の

損害賠償責任を免責ないし減額することは，当事者間の衡平の観点に照らし

て，相当ではないというべきである。

８ 消滅時効

消滅時効の成否についての当裁判所の判断は，原判決の「理由」欄の第７に

記載のとおりであるから，これを引用する。

９ 前訴１審原告の損害賠償請求

前訴１審原告の本件損害賠償請求のうち平成６年３月２３日以前の被害に係

る請求についての当裁判所の判断は，原判決の「理由」欄の第８に記載のとお

りであるから，これを引用する。

１０ 当審口頭弁論終結日までの損害額の算定

(1) 共通被害に対応する慰謝料の基準月額

当裁判所も，１審原告らの受けている共通被害に対する慰謝料は，１審原

告らの居住する区域のコンター区分（Ｗ値）に応じて一律に算定すべきであ

， ， ，り その居住期間１月当たりの基準月額を ７５コンターにつき３０００円

８０コンターにつき６０００円，８５コンターにつき９０００円，９０コン

。 ，ターにつき１万２０００円と定めるのが相当であると判断する その理由は

原判決の「理由」欄の第９の１及び２に記載のとおりであるから，これを引

用する（ただし，原判決１１８頁１，２行目の「並びに後記第１１に判示す

」 「 」 。）。る諸事情及び同所に判示するとおり を 並びに後記のとおり と改める

そうすると，各１審原告の基準月額は，別紙損害賠償額一覧表の「基準月

額」欄記載のとおりである。ただし，３次Ａ３８については，後記(6)イの

とおりである。

(2) 防音工事施工済み家屋の居住者についての減額割合
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防音工事の施された家屋に居住する１審原告らについての上記基準月額か

らの減額割合については，前記６で引用した補正後の原判決の「理由」欄の

第５の３で検討したところに加え，各家庭で防音室が１室増えるごとに居住

者各人の被害が比例的に軽減していくとまでは通常考え難いことにも照らし

て，工事室数が１室のみの場合１０パーセントの減額とし，更に１室増える

ごとに５パーセントずつ減額率を上げていく（したがって，計２室の場合１

， ， ，５パーセント 計３室の場合２０パーセント 計４室の場合２５パーセント

計５室の場合３０パーセントの減額とする）のが相当である。

そして，外郭防音工事がされた家屋に居住する１審原告らについては，前

記４のとおり，外郭防音工事は，居室以外の廊下，階段，浴室，便所等も

含めて，家屋全体を遮音構成上一つの区画となるようにし，その外郭につ

いて実施する防音工事であることを考えると，上記５室の場合と同様に，

３０パーセントの減額とするのが相当である。

なお，太陽光発電システムの設置を減額事由として考慮すべきでないこと

は，前記４のとおりである。

そうすると，各１審原告についての住宅防音工事に基づく減額割合は，別

紙損害賠償額一覧表の「住宅防音・減額割合」欄記載のとおりである。ただ

し，３次Ａ３８については，後記(6)イのとおりである。

(3) 損害賠償対象期間

本件において慰謝料額の算定の基礎となる期間（損害賠償対象期間）は，

１審原告らの当該居住地における居住月数によることとし，その最長限度は

次のとおりである。すなわち，その始期は，前記８及び９で検討したところ

によれば，前記９に判示した前訴１審原告でもある１審原告らについては平

成６年３月２４日（前訴の控訴審口頭弁論終結日の翌日 ，その他の１審原）

告らのうち第３次訴訟１審原告らについては平成４年１２月２５日，第４次

訴訟１審原告らについては平成５年５月２１日（いずれも本件各訴訟提起の
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３年前の日）となる。また，その終期は，後記１１で検討するところによれ

ば，当審における口頭弁論終結日である平成１８年１０月２日である。

なお，居住月数の計算は，便宜上，当該計算対象期間に属する最初の月は

暦月１日を含まない限り計上せず，逆に最後の月はすべて丸１月として計上

することとする。また，本件各訴状送達日（第３次訴訟につき平成８年１月

１８日，第４次訴訟につき平成８年６月２４日であることが一件記録上明ら

かである ）までの被害に係る請求とそれぞれその翌日以降の被害に係る請。

求とでは１審原告らの求める遅延損害金の起算日を異にすることから，前者

を期間Ａ，後者を期間Ｂに区分することとする。

そうすると，各１審原告についての損害賠償対象期間は，別紙損害賠償額

一覧表の「賠償期間」欄記載のとおりである。ただし，３次Ａ３８について

は，後記(6)イのとおりである。

(4) 慰謝料額の具体的算定

上記(2)の減額事由の有無に応じて上記(1)の基準月額に一定の減額を施し

て算出される各人ごとの慰謝料月額（１０円単位で四捨五入）は，別紙損害

賠償額一覧表の「慰謝料・月額」欄記載のとおりであり，これに上記(3)の

各人ごとの居住月数を乗じて算定した各１審原告についての期間Ａ及び期間

， 「 」 「 」Ｂごとの慰謝料額は 別紙損害賠償額一覧表の 慰謝料Ａ 及び 慰謝料Ｂ

欄記載のとおりである。ただし，３次Ａ３８については，後記(6)イのとお

りである。

(5) 弁護士費用

弁護士費用としては，本件訴訟の経過，困難さ等を考慮し，各１審原告の

慰謝料総額（期間Ａ及び期間Ｂの各慰謝料の合計額）の１５パーセント相当

額（１０円単位で四捨五入）をもって相当と認める。

そうすると，各１審原告についての弁護士費用相当額は，別紙損害賠償額

一覧表の「弁護士費用」欄記載のとおりである。ただし，３次Ａ３８につい
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ては，後記(6)イのとおりである。

(6) 損害額合計と認容額

ア 各１審原告についての損害額の合計（上記(4)の慰謝料額と上記(5)の弁

護士費用を合計した額）は，別紙損害賠償額一覧表の「賠償額合計」欄記

載のとおり（別紙損害賠償額一覧表の「期間Ｂ」欄のない１審原告らにつ

いては，同表「Ａ期間総額」欄記載のとおり）である（なお，１審原告ら

は，損害賠償請求として，①訴状送達日〔第３次訴訟については平成８年

１月１８日，第４次訴訟については平成８年６月２４日〕までの慰謝料１

００万円，②訴状送達日の翌日から差止請求に係る各措置がなされるまで

の間，毎月末日限り慰謝料５万円，③弁護士費用相当額２０万円の各支払

を求めているところ，当審口頭弁論終結日は平成１８年１０月２日である

から，その時点までに発生したと各１審原告が主張して請求する弁護士費

用を含む総損害額は，上記「賠償額合計」欄記載の金額を上回る 。。）

イ ３次Ａ３８について，同１審原告の損害額を上記(1)ないし(5)に従って

算定すると，次のとおりとなる。

， ， ，Ｗ値は８５ 基準月額は９０００円 防音工事による減額割合は０％

賠償対象期間は，期間Ａが３７月（平成５年１月から平成８年１月ま

で ，期間Ｂが７５月（平成８年２月から平成１２年４月まで及び平）

成１５年５月から平成１７年４月まで ，慰謝料額は，慰謝料Ａが３）

３万３０００円，慰謝料Ｂが６７万５０００円，弁護士費用は１５万

１２００円，賠償額合計は１１５万９２００円

しかし，同１審原告からは不服申立てがなく，１審被告からの控訴があ

るのみであるから，不利益変更禁止の原則に従い，原判決の認容額をその

まま維持するにとどめることとし，別紙損害賠償額一覧表中の同１審原告

の欄も原判決のままとしているものである。

１１ 将来の損害賠償請求について
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(1) 将来の損害賠償請求についての当裁判所の判断は，原判決の「理由」欄の

第１０に記載のとおりであるから，これを引用する。

すなわち，本件口頭弁論終結の日の翌日以降に生ずべき損害の賠償を求め

る請求は，権利保護の要件を欠くものとして不適法であり，却下を免れない

というべきである。

(2) １審原告らは，将来の損害賠償請求が認められるべき理由として，① 本

件飛行場の代替施設の確保や，飛行騒音の大幅な低減が困難な状況で，騒音

地域は固定化し，１審被告も騒音の発生を放置している一方，１審原告ら各

， ，人の居住状況は 本件飛行場周辺のような地方都市では変動の余地は小さく

， ，居住家屋に対する防音工事も 単に賠償額の減額要素となるにすぎないから

権利発生の基礎をなす事実関係及び法律関係が継続する蓋然性は大きいこ

と，② １審原告らが損害賠償請求訴訟を繰り返し提起することは極めて困

難であるのに対し，１審被告が１審原告らの移転等が生じた場合に請求異議

の訴えにより事後的に争うことは容易であるし，１審被告が侵害行為の主体

である以上，この程度の負担を課しても不当ではないことを主張する。

しかしながら，前記２及び７(4)でみたところからも明らかなように，現

に，１審原告らのうち相当数の者が居住地を移転し，その居住状況が変動し

ているのであるから，１審原告らの居住状況の変動の余地が小さいと断定す

ることはできないし，防音工事の実施された家屋に居住する１審原告らにつ

いては，損害額を減額するのが相当であるところ，前記４でみたとおり，１

審原告らの居住する家屋についても引き続き防音工事が少なからず実施され

ているのであるから，これらの事情によれば，１審原告らの損害賠償請求権

の成否及びその内容を予め一義的に明確に認定することはできないというべ

きであり，１審原告らの将来の損害に係る賠償請求は不適法であるといわざ

るを得ない。１審原告らにとって，損害賠償請求訴訟を繰り返し提起するこ

とが相当の負担となることは，容易に推測されるところではあるものの，そ
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うであるからといって，上記のとおり，１審原告らの損害賠償請求権の成否

及びその内容に影響を与えるべき事情の変動が少なからず予想される状況が

ある以上，１審原告らの将来の損害に係る賠償請求が適法であるということ

はできない。

１２ 自衛隊機の離着陸等差止請求について

(1) 防衛庁長官は，自衛隊に課せられた我が国の防衛等の任務（自衛隊法３

条，６章）の遂行のため自衛隊機の運航を統括し（同法８条 ，その航行）

の安全及び航行に起因する障害の防止を図るため必要な規制を行う（同法

１０７条５項）権限を有するものとされているのであって，自衛隊機の運

航は，このような防衛庁長官の権限の下において行われるものである。そ

して，自衛隊機の運航にはその性質上必然的に騒音等の発生を伴うもので

あり，防衛庁長官は，同騒音等による周辺住民への影響にも配慮して自衛

隊機の運航を規制し，統括すべきものではあるが，自衛隊機の運航に伴う

騒音等の影響は飛行場周辺に広く及ぶことが不可避であるから，自衛隊機

の運航に関する防衛庁長官の権限の行使は，その運航に必然的に伴う騒音

等について周辺住民の受忍を義務づけるものといわなければならない。そ

うすると，上記権限の行使は，上記騒音等により影響を受ける周辺住民と

の関係において，公権力の行使に当たる行為というべきである。

１審原告らは，自衛隊機の離着陸等の差止め及びその発する騒音の音量

規制を民事上の請求として求めるが，上記判示に照らせば，このような請求

は，必然的に防衛庁長官にゆだねられた前記のような権限の行使の取消変更

ないしその発動を求める請求を包含することになるから，民事上の請求とし

て不適法であり，同請求に係る訴えは却下を免れないというべきである（最

高裁平成５年２月２５日第一小法廷判決・民集４７巻２号６４３頁参照 。）

(2) この点につき，１審原告らは，まず，上記請求を民事上の請求として不適

法とすることは，憲法の定める権力分立及び裁判を受ける権利に反するもの
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である旨主張する。しかしながら，一般に，公権力の行使の取消変更ないし

その発動を求める請求については，民事訴訟とは別に，行政事件訴訟の提起

が可能である（もちろん，行政事件訴訟としての適法性が必要なことは別論

である ）から，そのような請求を包含する請求について，民事上の請求と。

しては不適法としても，そのことは何ら，憲法の定める権力分立及び裁判を

受ける権利に反するものとはいえない。

また，１審原告らは，自衛隊の実弾射撃訓練や演習場への立入禁止措置に

ついては，公権力の行使に当たる行為ではないとされるところ（最高裁昭和

６２年５月２８日第一小法廷判決 ，自衛隊機の離着陸等の運航も，これら）

と法的な性格を同じくするものであるから，公権力の行使に当たる行為では

ない旨主張する。しかしながら，自衛隊の実弾射撃訓練は，公用財産である

演習場をその供用目的に使用して行われる，職員に対する教育訓練であり，

自衛隊内部の事実行為にとどまるし，演習場への立入禁止措置も，演習場の

管理権に基づく作用であり，私的施設の所有権に基づく措置と本質的に異な

るところはないのであるから，いずれも一般国民に対する命令・強制の作用

を何ら伴わないのに対し，自衛隊機の運航に関する防衛庁長官の権限の行

使は，上記のとおり，その運航に必然的に伴う騒音等について周辺住民の

受忍を義務づけるものであるから，両者は，その法的性質を異にする行為

であり，同視することはできない。

(3) また，１審原告らは，自衛隊の存在自体が憲法前文及び憲法９条に違反し

ているから，上記(1)の判断の前提として，この点についての判断をすべき

である旨主張する。

しかし，我が国の裁判所が有する違憲審査権は，具体的な事件の処理に必

要な限りにおいてなすべき付随的な審査権であるところ，上記(1)で説示し

たとおり，本件自衛隊機の離着陸等差止請求に係る訴えは，訴訟物たる権利

そのものが訴訟物としての一般的適格性を欠くために不適法というべきもの
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であるから，上記(1)の判断の前提として，自衛隊の存在自体が憲法前文又

は憲法９条に違反するか否かを判断するまでの必要はない。

なお，１審原告らは，本件自衛隊機の離着陸等差止請求を直ちに憲法９条

に基づき認容すべきである旨主張するが，憲法９条が，国民に対して直接に

本件自衛隊機の離着陸等差止めというような具体的な請求権を付与している

ものと解することはできない。

したがって，１審原告らの上記主張は採用できない。

(4) そして，本件自衛隊機の離着陸等差止請求に関する１審原告らのその他の

主張（有事関連３法及び有事関連７法に関する主張を含む ）も，上記説示。

に照らして，いずれも採用できない。

１３ 米軍機の離着陸等差止請求について

１審原告らの米軍機の離着陸等差止請求についての当裁判所の判断は，原判

決の「理由」欄の第１１の２に記載のとおりであるから，これを引用する。

すなわち，１審原告らの米軍機の離着陸等差止請求は，本件飛行場における

米軍機の運航等を規制，制限する権限がない１審被告に対する請求として，主

張自体失当であるため，棄却すべきである。

１４ 結論

(1) １審原告らの損害賠償請求のうち，本件口頭弁論終結の日（平成１８年１

０月２日）までに生じた損害賠償請求について

上記損害賠償請求については，別紙損害賠償額一覧表掲記の１審原告らが

１審被告に対してそれぞれ主文第２項又は第３項掲記の金員の支払を求める

限度で理由があるから，同限度で認容し（なお，３次Ａ３８については，前

記１０(6)イに記載のとおりである ，同１審原告らのその余の請求及び別。）

紙請求棄却原告目録記載の１審原告らの請求はいずれも理由がないから，こ

れを棄却する。

(2) 本件訴えのうち，本件口頭弁論終結の日の翌日（平成１８年１０月３日）
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以降に生ずべき将来の損害賠償請求について

上記損害賠償請求は，いずれも不適法であるから，これを却下する。

(3) 本件訴えのうち，自衛隊機の離着陸等差止請求について

上記請求に係る訴えはいずれも不適法であるから，これを適法とした上で

請求を棄却した原判決は不当であるので，職権により，原判決中上記請求に

関する部分を取り消し，これを却下する。

(4) １審原告らによる米軍機の離着陸等差止請求について

上記請求は，いずれも理由がないから，これを棄却する。

(5) 仮執行宣言について

， ，民事訴訟法３１０条を適用して 主文第９項の限度でこれを付すこととし

仮執行免脱宣言の申立ては相当でないから，これを付さないこととする。た

だし，仮執行宣言の執行開始時期については，本判決が１審被告に送達され

た日から１４日を経過したときと定めるのが相当である。

， ， 。(6) よって 原判決を上記の趣旨に変更することとし 主文のとおり判決する

名古屋高等裁判所金沢支部第１部

裁判長裁判官 長 門 栄 吉

裁判官 沖 中 康 人

裁判官 加 藤 員 祥

， ， ，別紙損害賠償額一覧表 請求棄却原告目録 死亡第１審原告に係る承継人等一覧表
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居住状況一覧修正表，当審陳述書要旨 省略


